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第一分科会における論点整理 
（文明論、国民の信頼の確保、安全と安心の確保） 

 
平成１２年２月４日 

第一分科会事務局 
（構成） 
Ⅰ．文明と原子力 
Ⅱ．国民の信頼と安心の確保 

１．安全確保の在り方 
２．信頼感、安心感の確保の要件 
（１）信頼感の確保 
（２）安心感の確保 
３．意思決定、合意形成の在り方 
（１）合意形成とは 
   ①地域における合意形成 
   ②国民の合意形成 
（２）意思決定の在り方 
   ①意思決定の責任 
   ②住民参加の在り方 
   ③公正な政策決定の在り方 
４．国民の信頼と安心の確保のための具体的取組 
（１）情報公開 
（２）情報提供 
（３）教育 
（４）リスクコミュニケーション 
 

注【策】は、策定会議委員からの意見 
 【追加】は、分科会委員の追加意見 

 
  



Ⅰ．文明と原子力 
（１）大量生産・大量消費型社会から循環型社会へ 
大量生産・大量消費型の文明がいつまでも継続するはずはなく、新たな文明に移行するに当
たって、原子力の利用により、徐々に縮小に向かうことができる。 
科学技術に支えられた近代文明は、人間の欲望の肥大化をもたらしてきたが、この文明の再
生の可能性があるとすれば、それだけの力量を持った文明自身が自己の進む方向を自ら変
更すること以外には無い。 
 
（２）地球環境との調和と、持続的な経済成長の同時達成 
エネルギーの中で原子力は、地球環境問題に対する貢献の観点からは、一番優れている。 
 
（３）現世代が享受する便益と後世代に残す資産、負債 
化石燃料は燃やして電気に変換するより、化学工業に利用するなどより付加価値の高い利用
法が存在する。 
現世代のエネルギー消費の増大が将来世代のそれを減少させる。公益に関わる事業体は、将
来世代のことも考慮に入れなければならない。なぜなら「公」は、歴史的継続性の上にうち
立てられる概念。 
 
（４）技術の成熟化 
日本の原子力開発の歴史はまだ４０年と短く、原子力という技術が社会に確実に定着して
いく過程と考えられる。 
 
（５）グローバリズムと我が国の対応 
世界は、高度国際社会にすぎず、グローバルとインターナショナルは似て非なるもの。資源、
エネルギー、環境等の問題でグローバリズムに巻き込まれないこと。 
 
（参考）「第一分科会における検討の論点」に挙げられたその他のキーワード 
工業化社会から高度情報化社会へ 
少子高齢化に伴う経済社会の成熟化 
地球的視野の中での我が国に求められる役割 
新しい科学技術文明の創造 
 
Ⅱ．国民の信頼と安心の確保 
１．安全確保の在り方 
（基本的考え方） 
国、地方自治体、並びに産業の危機管理体制の強化により国民の安全が十分に確保されなけ



ればならない。 
行政の定員削減等により、人員不足が生じているのではないか。安全確保に必要な人員の確
保について長期的な検討が必要。 
サイクル全体の施設に関する安全確保体制を整備することが、重要である。 
予防型安全の発想が重要である。 
 
（安全文化とは） 
安全文化とは何か、精神論だけなのか。誰でもわかる言葉を使うべき【策】 
安全文化とは、何が何でも安全を確保するという強い意志とそれを具現化した安全対策。即
ち、常に緊張感をもって安全確保をはかること。観念的でなく実際的な安全確保策を実施す
ること 
 
（参考） 
「原子力の安全問題に、その重要性に相応しい注意が必ず最優先で払われるようにするた
めに、組織と個人が備えるべき一連の気風や気質」（「セーフティカルチャー(INSAGー4)」
（1991 年２月）における定義） 
安全の確保の基本として、「セーフティカルチャー」の重要性を実感している。安全文化を
社会全般に浸透させ、組織としてトップから担当者にいたるまで、共有された安全文化の中
で行動することが必要である。 
知識に裏打ちされた「セーフティーカルチャー」であるべきであり、関係者は基礎知識を勉
強し直すべきである。【策】 
 
（モラル） 
求められるモラルの程度を考えるべきである。勤労のモラルのために慣習的規制、介入的規
制、法律的規制の国情にあったオプティマム・ミックスの秩序化が重要である。 
 
（防災） 
事故・災害を想定した体制の構築と住民への事前説明が重要である。 
集団的パニックに対処するための組織が必要である。 
 
（規制） 
原子力の推進と規制の完全なる独立が国際的にも要求されている。 
最善の規制方式は、国情により異なり、我が国に適した規制の枠組みを目指すべきである。 
規制の役割分担と責任の明確化を図るべき 
第三者機関の在り方を検討すべき。 
「国の規制」と「事業者の自己責任」について、過剰なリクワイアメントによる遵守意識の



低下も考慮すべきであり、事業者自らのモラル・遵守意識の確保を大前提として、事業者自
らによる安全の維持・向上の整備が大切である。 
 
（事故調査） 
従来の技術的な事象の詳細化のみならず、再発防止対策を中心に据えた事故調査が重要であ
る。 
 
（専門家の役割） 
専門家の育成、適切・有効な活用が安全確保のために重要である。【策】 
 
２．信頼感、安心感の確保の要件 
（１）信頼感の確保 
国民の原子力に対する信頼感の確保のための要件としては、①安全運転の実績の積み重ね
とそれに向けた努力、②安全文化を社会全体が共有し、原子力に携わる者がその規範に則り
行動すること、③十分な情報公開及び情報提供の３点が挙げられる。 
加えて、原子力の意義の明確化、信頼できる人が担う技術が信頼される。【策】 
「なぜ、原子力か」という位置づけの明確かが必要。【策】 
国民の信頼感醸成のためには、政策決定過程の透明性の確保が重要であり、開かれた体制に
よるエネルギー政策の議論、双方向のコミュニケーションも重要。【追加】 
 
（２）安心感の確保 
安心感の確保のための要件としては、①安全の確保と②如何に安全（リスク）を伝えるか（リ
スクコミュニケーション）が挙げられる。 
社会の安心を技術で実現するのが安全ではないか。また、どの程度安全なら十分かは、技術
者が押しつけるのではなく、社会が自分で判断するべき。【策】 
 
２．意思決定、合意形成の在り方 
１）合意形成とは 
合意形成については、「立地地域における合意形成」と「国民の合意形成」とに整理して、
議論を行う必要がある。 
何を持って合意形成がなされたのか判断基準について社会と合意する必要がある。 

① 地域における合意形成 
「立地地域における合意形成」とは、原子力施設の立地により、地域住民が何らかの
形で全員がプラスになることである。 
「立地地域における合意形成」とは、結局は議会における多数決である。 
立地地域が国策に協力するという視点が重要であり、国として原子力の位置づけを



明確化することが必要。【追加】 
② 国民の合意形成 

「国民の合意形成」とは、第一義的には原子力の意義を理解してもらうことである
が、実際の大部分の国民にとっては専門的な理解よりも、事故がない、あるいは放射
線は日常的に存在しているといった、ある種の「慣れ」の状態である。 
国会において、エネルギー政策や原子力の意義・必要性について広範に議論し、国と
しての方向性を出すことが必要。【策】 
文明論的な視点からの説明と共に、各エネルギーの長短を定量的・具体的に示して説
明することが重要である。【策】 

 
（２）意思決定の在り方 
① 意思決定の責任 

意思決定における第三者の役割については、第三者の参加が閉塞的にならないために
有効である 
第三者の限界もあり、専門家、また責任者としての第一者が第一義的に主体となるべき
であり、第三者の適切な役割と活用法を十分に見極める必要がある。 

② 住民参加の在り方 
時代の趨勢として、意思決定と住民との関わりについては、従前のパブリック・アクセ
プタンスから、初期段階から住民が意思決定プロセスに参加するパブリック・パーティ
シペーションへ移行しつつある。 
パブリックコメントのあり方については、早い段階での募集や、コメントに対する回答
の必要性がある。 

③ 公正な政策決定の在り方 
第三者の活用、パブリック・パーティシペーションに関連して、声の大きな人に引きず
られ、公正な政策決定ができなくなるとの危惧もあり、意思決定に参加する「市民」と
しての十分な教育が必要との指摘もなされている。 

 
３．国民の信頼と安心の確保のための具体的取組 
（１）情報公開 
（情報公開・提供） 
情報公開法でいう「情報公開」は透明性の確保のためのものであり、国民の原子力に対する
理解のために情報を知ってもらう「情報提供」とは区別する必要がある。情報提供を含めた
「広報」とは組織の戦略であり、「公開」とは組織のシステムに関わることであり、両者は
共に必要であるが、異なるものである。【策】 
情報公開：社会の求めに応じて情報を開示すること 

全ての情報がどこにあるか、出すか否かの判断は誰がするか、間違った判断をし



た場合にどういう責任をとるか、等のシステム整備が重要。 
情報提供：提供側が自己正当化のために社会に情報発信すること 

受け手が理解できる工夫、受け手が望むタイミングが重要【策】 
情報公開の目的は何なのか、透明性の確保なのか、結果のみならず政策決定のプロセスの明
確化が求められているのか、この他にも情報公開の目的はあるのかということを、原子力に
対する国民の信頼確保の観点から検討する必要がある。 
情報公開に関する議論においては、現実の問題としてその負担の問題も考慮する必要があ
る。 
 
（非公開情報について） 
核物質防護や外交問題等に係る情報についても、住民の安心のためには安全性や健全性に
直結するデータは公開すべきであり、そのような情報の扱いを議論すべきである。 
情報公開というと無条件で良いものと受け止められるが、場合によっては逆に情報公開し
ないほうが良いものもある。 
情報公開できない場合はその理由をきっちり提示すれば国民の納得が得られるのではない
か。情報を開示しない場合もありうるが、その前提は、何か問題が生じた場合の責任の所在
が明らかされることである。 
秘すべき事項はあらかじめ明示し、ルールを設けるべき。 
 
（２）情報提供 
事業者や国は十分な情報を国民に対して分かりやすく提供すべき。【策】 
ＴＶで原子力チャンネルをもつことは意義がある。 
情報を出す際には、その理解を助ける情報をあわせて出すべき。 
住民がデータにアクセスできるよう手続きを確立することにより、国や電気事業者が緊張
感を持つことになる。 
情報公開については、原子力に関しては現状でも他に率先して情報公開がなされていると信
じるが、一方、一層の情報公開が必要との声が大きいのも確かである。情報の提供方法の問
題。 
原子力分野からは膨大な情報が出されているにもかかわらず、情報が広がらないのは、情報
の製造、流通が原子力畑の中だけでおこなわれている可能性がある。【追加】 
誤った情報が流通したとき早期に訂正情報を流すことが重要。その役割の担い手を決める
ことが重要。【追加】 
 
（マスメディアの役割と在り方） 
原子力の議論においては、マスメディアを含め反原発かそうでないかという二分法的な単
純な議論が続いている。また、安全と危険の二分法ではなく、その中間にある様々な危険の



度合いを説明することが必要。 
国民の情報源として、新聞、テレビは、政府や電力会社のパンフレットを遙かに上回ってい
る。 
マスコミには、事故等否定的な面ばかりでなく原子力のエネルギー供給における役割につ
いても公平かつ客観的な報道を期待。 
報道機関の正確な理解を得る努力が必要。【追加】 
テレビは公正中立な報道に努めているものの当事者の主観が入る。多くの視聴者はそれに
気がつかず公正・中立と思いこみ世論を操作してしまう。マスコミも極端な主張を行えば世
論から乖離し、批判を受けマスコミも世論に操作されることがある。 
冷静に議論できる人が必要であり、ターゲットに応じた情報提供に努めるべき。 
マスコミの大量の情報に逐一対応するのは困難であり、検証や点検を行うジャーナリスト
も必要であろう。 
 
（３）教育 
原子力に関する信頼感の確保や安心感の確保を図る上で教育の果たす役割は 大きい。現行
の学習指導要領においていくつかの科目において取り上げられている。 
様々な原子力関係機関から、教材の作成・配布、教員を対象とした研修等の支援が行われて
いる。これらは、担当者に届かないことや十分に活用されないこと、提供した教材の活用状
況や学習成果の把握など双方向的な連携がなされていない問題点がある。 
原子力教育においては、総合的な学習の時間の活用を期待。 
教員に正確で適切な教材を提供することのできる支援センターが必要。 
エネルギー問題と環境問題は不可分であり、エネルギー・環境教育が重要。【追加】 
 
（４）リスクコミュニケーション 
（リスクの認識） 
確率的な事象の認知に関しては、人間の判断は合理的には、形成されない。リスクの認知は
心理的なバイアスを受けるため、物理的に同じリスクでも条件によって判断が異なる。 
リスクの認知は、その人の知識レベルとは別個に構成される。知識を与えるだけではリスク
の社会的受容は高まらない。 
主観的な恐怖感、未知性に加え、航空機事故のように事象一回あたりの死亡者が大きいとリ
スクを大きく評価しがちである。 
知識は無くともなれることにより冷静な判断が可能となる。原子力も慣れを形成すること
が必要である。 
確率論的リスク評価は、工学的には有用であるが、国民は、知覚されたリスクと知覚された
ベネフィットで判断する。 
 



（リスクコミュニケーション） 
「リスクコミュニケーション」については、潜在的な危険性の存在を共通認識として認知し
た上で、リスクについて個人がそれぞれの立場から議論、比較考慮し、リスクと正面からつ
きあう社会を形成することである。 
国民の信頼感や合意形成とも関連して、リスクをありのまま伝えるという姿勢がまず大事
である。 
人間は、リスクを心理学的な影響のもとにしか知覚できないものであり、技術的確率論は安
心につながらないとの指摘もあり、これらを十分に検討した上でのコミュニケーション方
法を探る必要がある。 
事故のリスクや期待値についての説明は、理解促進に有益。【追加】 
放射線の影響に対する社会の認識を高めることが重要である。 
リスク・リスク・トレードオフが今日の社会の現状。【策】 
原子力に対する不信感を払拭するためには、放射線に対する正しい理解が重要。 【策】 
放射線の影響については、特に低線量被ばくの影響やホルミシス効果の研究の促進とその
結果を社会に伝える努力が必要。【策】 

  



H12.2.28 
原子力長期計画策定会議第二分科会における 

「エネルギーとしての原子力利用のあり方」に関する議論について 
 

東京大学 
近藤駿介 

 
１．主な検討事項 
(1)エネルギーとしての原子力利用に関する論点の整理 
エネルギーとしての原子力利用のあり方等に関して、原子力の特性を踏まえて、原子力に批
判的な意見も視野に入れて論点整理を行い、それに基づく議論を行った。 
(2)原子力以外のエネルギー源を視野に入れた検討 
新エネルギーの現状と将来展望、省エネルギーの可能性、これらにより原子力を代替する可
能性について検討を行った。 
(3)エネルギーに関する客観データに基づく検討 
世界やアジアのエネルギー需要の長期見通し、化石燃料の確認埋蔵量や新エネルギーの供
給力、各エネルギーの健康リスク、供給信頼性、経済性等に関するデータに基づき、供給制
約、自給率の動向について検討を行った。 
(4)国家戦略の視点からの検討 
エネルギー市場の自由化、環境、安全保障等の要請を踏まえた国家戦略としての原子力利用
のあり方について検討を行っているところ。 
 
２．議論の視点 
(１)短期的視点：現状と課題 
  ① 原子力発電は世界のエネルギーの 7.4％、電力の 17％を供給している。我が国では

石油危機後エネルギー供給の経済性とセキュリティを確保する観点から、そして
1990 年代に入ってからは地球環境問題への対応の観点からも、原子力発電の利用が
進められ、1998 年には約 53 基のプラントがエネルギーの 13％、電力の 36%を供
給している。これらはエネルギー供給源の多様化、エネルギー供給に係る温室効果
ガス放出量の低減に役立っている。また、この技術は近年にはプルサーマルの実施
計画も進められ、循環型社会に相応しい特性を備えようとしている。 

  ② しかしながら国民は、「もんじゅ」事故や JCO 事故の影響もあって、原子力発電の
必要性は認めるものの、その安全性に対しては高い不安を示し、さらに高レベル放
射性廃棄物の確実な管理体制の実現を求めている。したがって、国及び産業は原子
力開発利用活動全般にわたりこうした国民の不安と希望を踏まえて再点検し、所要
の制度整備を進める必要がある。 



(２)中期的視点：新しい環境下における原子力利用のあり方 
  ① 今後２０年程度の各国の原子力発電計画を展望すると、原子力発電規模はアジア地

域で少しずつ増大するものの、世界全体としては変化せず、従ってエネルギー供給や
電力供給に占める原子力の割合は低下していくとの見方が大勢である。この背景と
しては、世界のエネルギー市場が自由化し、グローバル化し、国境、エネルギー間
を超えた再編が起こりつつあることが指摘できる。 

  ② 注目すべきは、アジア地域では、経済成長率が高いこと、域内における資源賦存量
が少ないことから、エネルギー自給率が低下しつつあること、世界各国で自然エネ
ルギーの利用が進められているものの、その規模は小さく、これが COP3 における
国際約束遵守の切り札にはなっていないことである。 

  ③ 今後のわが国のエネルギー政策は、この状況を踏まえ、わが国経済の国際競争力を
維持するために経済性の観点からエネルギー市場の自由化を進めつつ、セキュリテ
ィを確保し、地球温暖化防止に係る国際約束を遵守することを目指して推進される
必要がある。 

  ④ ところで、自由化されたエネルギー市場においては、特定のエネルギー技術の実現
規模は市場の選択に任せ、政策として決定されるべきではなく、市場において考慮
されない可能性が高い環境問題等の公益の確保は、炭素税に代表される税制により
市場を通じてなされるようにすべきであり、政府の責任は安全規制に限定されるべ
きという意見がある。 
一方、エネルギー市場の自由化がセキュリティ向上にリンクしている米国と違って
わが国では、セキュリティ確保の観点は、自由化された市場におけるプレーヤーの
意志決定には反映されない。そこで原子力や自然エネルギーというセキュリティ確
保の観点から自給率の向上に有用なエネルギー源に関しては、省エネルギーの推進、
炭酸ガス放出抑制の目標達成をも考慮に入れつつ、供給目標を定め、実現のための
政策展開を行うことは政府の責任に属するとする意見もある。 

  ⑤ この後者の考え方をとるとしても、発電所建設等の民間の投資活動を政府目標に整
合させる手段として、現行の電源開発特別会計や石特会計に基づく原子力を含む代
替エネルギー開発利用促進に係る諸施策を今後とも推進すべきとする考え方と、電
気事業が自由化されることが決まっていることから、このことを前提にした新しい
政策体系を打ち出すべきとする考え方とがある。いずれにしてもこうした政策誘導
を行う場合には、原子力発電のみならず、省エネルギー、自然エネルギー利用につ
いてもそれらの供給特性について国民の理解を十分に得て、それらに基づく適切な
民間投資が行われるよう誘導することが必要である。 

 
 
 



(３)長期的視点：新しいエネルギー供給技術の準備のための研究開発活動 
  ① 世界の人口の伸び、人々の成長願望を考慮すれば、今後、人類社会が公平性の実現

を目指し、環境制約を満たしつつ循環型社会に移行するには、現在利用可能な技術
と資源だけではエネルギー供給の面でつよい制約が生じるおそれや南北間に実現不
可能なほどの資源の移転が必要になるおそれがある。こうした制約を軽減するには
循環型社会にふさわしく、地球環境問題を悪化させることのない大規模エネルギー
供給技術を実現する研究開発に、想像力と冒険心をもって挑戦していくことが必要
であり、これは人類のセキュリティに係る先進国の責任でもある。 

  ② この研究開発を推進するに当たっては、各技術候補に対して、その実用化可能性と
それがもたらす利益の関数である期待利益の大きさに応じて研究開発資源を配分す
べきである。この観点に立てば、現在は高速増殖炉技術（再処理技術を含む）や核
融合技術はこの趣旨に添った有力な候補であるから、大きな研究開発資源が配分さ
れるべきである。勿論、これら以外にも市場拡大につながる小型炉等の革新的アイ
デアの追及を忘れてはならない。 

  ③ ただし、これらへの投資は、評価基準となる期待利益が当該技術のみならずバイオ
マスを含む太陽エネルギー技術等競合技術の研究開発の進展や経済社会の将来見通
しによって変化すること、開発の進展によって、民間の開発努力に待つべき段階に
移行することが適切な場合もあるので、国は定期的なチェックアンドレビューを通
じて、それぞれの技術の期待利益を再算定して、研究開発計画をリストラクチャリ
ングしていくことが重要である。 

 
（以上） 

 
  



（参考資料） 
第二分科会における「新エネルギーとの比較等エネルギー政策の中の 

原子力利用の在り方」に関する審議状況の概要について 
 
（１）第１回会合（９月１３日） 
 昨年１１月の策定会議で報告した通り、各委員から、エネルギー安全保障、電力自由化、
環境問題、発電コスト等に関する様々な意見が表明された。 
 
（２）第２回会合（１０月２２日） 
 ３委員（内山、寺島、飛岡委員）より以下のタイトルでプレゼンテーション実施。 

○ 「エネルギーセキュリティと新エネルギー」（内山委員） 
（エネルギーセキュリティ） 
世界やアジアのエネルギー消費見通し、化石燃料の確認埋蔵量、石油の中東依存度等
をデータで示しつつ、グローバル化時代の２１世紀において、これまでの先進国の石
油の安定確保の視点からのセキュリティから地球規模でのエネルギーの安定保障確
保というグローバル・セキュリティへと考慮すべきセキュリティの質が変化している
こと、同時にセキュリティ意識が低下していること等が指摘された。 
（新エネルギーの可能性） 
年間設備稼働率、ライフサイクル、エネルギー密度、設備価値、供給ポテンシャル等
の多様な観点からの新エネルギーについての評価が示され、その潜在的供給可能性が
説明された。 
各電源別の外部コストと事故リスクを整理し、リスク比較を紹介。 
各電源別のＣＯ２排出量の比較を紹介。 
（その他） 
「エネルギーの安定供給のためには、人間が技術でそれを供給し、そういった技術を
絶えず維持管理することが不可欠。」、「エネルギー技術による非常に豊かな生活の維
持と、その技術に対する安全性・信頼性を高める義務、環境を護る義務を調和させる
ことが重要。」と指摘。 

○ 「米国のエネルギー戦略と日本の選択」（寺島委員） 
米国、欧州、アジアの原油調達構造を示し、石油のコモディティー化の流れの中で、
米国の石油中東依存度が１０％であるのに対し、日本は８６％であること等を指摘。 
ＬＮＧ需給見通し、サハリンや中国の天然ガスプロジェクトを説明。 

○ 「リスク評価の現状」（飛岡委員） 
炉心損傷事故やスクラムの発生率評価等原子力発電所の事故によるリスクについて
説明。原子力以外の身近なリスク源とのリスク比較の実施。 
第３回策定会議で配布された以下の資料の要約版も配布。 



○ 「太陽光発電の現状と将来展望」（策定会議稲盛委員） 
○ 「風力発電の現状と将来展望」（関和市東海大学教授） 

 
（３）第３回会合（１１月１７日） 

○ 前回の内山委員の発表に関する質疑応答 
消費に会わせてエネルギー生産を考えるのではなく、消費自体をどう減らしていけば
いくかの考察が必要。（→我が国が消費を増やさなくても、途上国が消費を増やせば
深刻な需給逼迫が予測。アジアを含めたグローバルな視点で考えるべき。） 
大型発電だけでなく、例えば、燃料電池の一般家庭使用の可能性は高いのでは。（→マ
イクロガスタービンが先で燃料電池はその後の導入と考えられる。このような小規模
技術は、量産化でコストを削減。発電効率が低いためコジェネとして性能向上が必要。
また、寿命が短いことが今後の課題。） 

○ また、その他に 
経済活動と消費は密接な関係。省エネをしながらの経済発展は今は先が見えない。 →
産業構造の変化を考慮すると必ずしも省エネがＧＤＰを下げることにはならないの
では。 
これからの循環型社会をどう作るかというビジョン作りが日本の使命。 
例えば、今後５０年といった原子力モラトリアム論は、４００年といった長期エネル
ギー見通しが悲観的だとしても否定されるものではない。 
→ＣＯ２削減の観点から、原子力モラトリアムを鉄鋼等他の産業は承知するだろうか。 
なにもかもリスクを避けて安全なものへというのは、海外へのリスクの移転である。 
４０～５０年先は原子力が一定の役割を担うことは否定できないが、電力自由化が進
むと、純然たる民間は原子力をやらないのではないか。などの議論があった。 

 
（４）第４回会合（１２月１３日） 
 招へい者（東京農工大・柏木教授）及び３委員（佐和、榎本、内山委員）より以下のタイ
トルでプレゼンテーション実施。 

○ 「新エネルギー・省エネルギーの視点から見た我が国のエネルギービジョン」   （柏
木教授） 
省エネルギーの可能性・ライフスタイルの変更可能性、原子力によらないエネルギー
需給シナリオの可能性、新しいパラダイムに適したエネルギー技術の登場可能性の３
つの課題について説明。 
環境制約下のエネルギーシステムに必要となる４つの視点を提示。 
① 環境制約に対する国際的コンセンサス 

→地球環境問題が国際政治課題としてクローズアップ。 
② 最終エネルギー消費をいかに押さえるか 



→エネルギー需要の増減のみならず、電力化率の視点が重要ファクター。何らか
のインセンティブを付けて省エネを推進。新エネを進めて、省エネマインドを増
やして、これを省エネポテンシャル（増大）に繋げていくことが一つの方策。省
エネは、規制緩和等により、一次エネルギー投入を約半分で済ますことができる
可能性あり。 

③ 一次エネルギー供給の短中長期的視点は何か 
→原子力はベース・ロードとして長期的な視野で。短期的に見れば、エネルギー
消費の伸びに対して新エネルギーで補填していくことは、原子力を現在すぐもっ
と進めるよりも大事な課題。 
省エネ推進は万国共通の課題であり、規制（による半ば強制的な省エネ）の問題
と規制緩和（の下で新エネルギー等の導入を進めることにより省エネマインドを
刺激という方策）の問題が、省エネのかなり大きなポテンシャルにつながる。 

④ 合理的な電力ネットワークはどうあるべきか 
→新エネルギーのような分散型電源がデマンドサイドに入ってくることを想定
した上で、電力の最適ネットワークに関する技術開発必要。分散型電源は、発送
電分離されているとより実力が発揮される。燃料電池は車に積まれるようになれ
ば技術開発が大きく進む。 

（発表後の議論） 
政府目標の省エネルギーの達成の可能性は五分五分といったところではないか。 
省エネルギーに対するインセンティブとして、経済活動と結びつくかがキー。 
ポテンシャルとしては太陽光より風力の方が高い。国による助成があり、適切なサイ
トを選べば、今でも経済ベースにのるだろう。 
新エネに対する助成は、風力、ゴミ発電は、かなり大きなインパクトがあるのでは。 
現状レベルでコストを決めるのはユーザーである国民。太陽光については、量産効果
は見込めない。 

○ 前々回の寺島委員の発表に関する質疑応答 
ＬＮＧを増強すれば、原子力に頼らなくて済む見通しはあるのか。 
→ＬＮＧは、ＣＯ２発生量、経済性で注目されるが、原子力を全てＬＮＧに頼るのは
世界のエネルギー供給の常識からして甚だ現実性に乏しい。 

○ 「エネルギー政策としての原子力を考える」（佐和委員） 
経済成長とエネルギー消費のアイアン・リンクは断ち切れるのか、電力自由化と原子
力推進は両立可能か等の問題を提起。 
見方により、エネルギー需給に係る意見の対立・相違を引き起こすポイントを７点提
示。（①将来の日本経済と世界経済の成長・発展に関する展望、②今後の産業構造変化
の見込み（サービス化の進展等）、③エネルギー消費の所得弾性値と価格弾性値の評
価、④原子力発電の将来に対する見込み（特にＰＡの見込み）、⑤省エネ、新エネの実



現可能性、⑥温暖化防止のための排出削減義務達成のための新しい電源構成の見通し、
⑦東アジアの経済成長とエネルギー需要の伸びに対する見積もり） 
原子力政策円卓会議における推進派と反対派の（代表的）論点を提示。 
今後の原子力政策がどうあるべきかについての私見を紹介。 
（原子力発電のモラトリアム化論、未来の不確実性、住民の安心と信頼＝行政の透明
性確保、省エネと新エネの最大限の推進を前提とした原子力、住民理解ではなく行政
への信頼、経済合理性の下での各国の原子力政策の選択、リスクに対する姿勢論、中
立的安全監視機関の重要性、電力自由化の原発増設及び安全への影響、市場の時間的
視野と原子力開発の長期性のミスマッチング、電力自由化後の安全性維持への懸念と
国の関与の必要性、自由化後の原子力関連産業の産業組織の入念かつ周到な設計の必
要性等に言及） 

○ 「２１世紀のエネルギー戦略」（榎本委員） 
アジアのエネルギー消費予測（1990 年→2020 年に約３倍）。 
化石燃料は確実に渇枯に向かっている。 
世界のエネルギー消費は大きく増え、電力需要も堅調に伸びている。 
未来の不確実性のため、エネルギーの多様化が必要。 
石油のような有効な資源を次世代に残すのは非常に重要。 
原子力産業は、非常に裾野が広く技術振興、産業へ大きな貢献。 
新エネは、不安定かつ低効率、エネルギー密度小、コスト高等のため、当面、基幹電
源とすることは困難。（積極的な導入を図っていくことは重要） 
全世界的に見た化石燃料の需給バランスを、資源小国の日本にそのまま当てはめて妥
当性を論ずることは不適切。 
エネルギー政策は、現実的で実現可能なものから選択して策定する責任ある態度をと
るべき。 
現在の技術水準、経済性からみて、基幹電源になりうるのは、原子力と化石燃料のみ
である。 
新エネ等の他のエネルギー源を有力な選択肢とするには、今後の研究開発の進展と高
い確度でそれが実現することの確認が必要。 
今後、発電の高経年化対策や原子力の防災対策について積極的な対応を進めるべき。・
社会的信頼性の確保の観点から、原子力を見えるものにすることが大事。 
産業界全体で安全文化の向上、共有を進めていくことが、これからの大きな課題。 

○ 「エネルギー政策と原子力のあり方」（内山委員） 
原子力を取り巻く社会情勢変化に対する現状認識を説明。また、エネルギーセキュリ
ティ、地球環境問題等第二分科会で検討すべき事項の論点整理について説明。 
また、事務局より以下について説明／紹介。 

○ 「今後のエネルギー政策について」 



○ 「新エネルギー対策について」 
○ 「原子力政策円卓会議におけるエネルギー選択に係る意見の論点整理」 

（これらの発表後の議論） 
経済の発展段階に応じて経済成長とエネルギー消費の関係は変化する。両者のアイア
ンリンクは断ち切れる。 
省エネは政策の方向転換ができればやれるはず。 
原子力は、省エネルギー・新エネルギーを進めるという議論の他に、モラトリアムの
議論もかなり進めておかないと、バックエンド対策を進めていくのは難しいと感じる。 
運輸、民生等のエネルギー需要は単調に増加しており、今なお根強い需要増加傾向。
省エネは電力会社だけでできることには限界があり、社会全体が取り組むことが必要。
新エネは、その進み具合を見ながら電源計画等を立てざるを得ない。 
原子力は危険だから民間ではなく国でやるというのは、もっと危険になるのでは。 
原子力のような高度な技術を要するものは、技術の維持、継続性、実現までの期間を
考えれば、３０年先を見据えた議論が必要。市場に任せていたのでは１０年しか見な
い。 

 
（５）第６回会合（２月１７日） 
 事務局及び寺島委員より以下のタイトルでプレゼンテーション実施。 

○ 「原子力発電の経済性について」（事務局） 
（結論抜粋） 
「（最新の知見及び実勢値を用いた試算の結果、）原子力発電の経済性については、他
の電源との比較において遜色はないものと考えられる。」 
（試算結果） 
原子力約５．９円、水力１３．５円、石油火力１０．２円、ＬＮＧ火力６．４円、石
炭火力６．５円 

○ 「原子力政策への見解メモ」（寺島委員） 
（国家安全保障戦略の中核としての原子力） 
原子力の平和利用技術の蓄積を重視すべき。 
①原子力技術者の層の厚みなくして「核兵器廃絶」への説得力・交渉力無し。 
②近隣の原発の安全性確保への協力基盤の維持。 
「核の平和利用」についての日本の理念とスタンスを確立する必要あり。 
（エネルギー戦略での世界への貢献の重要性） 
日本の国益と世界の公益を繋げる視点の大切さ。 
日本が貢献できるエネルギー分野は何か。 
原子力安全に関わる「和製デファクト・スタンダード」の主導性確立。 
（原子力依存構造への覚悟） 



原子力は「等身大」の技術ではないが、現代人にはキレイゴトを超えて、それらのシ
ステムに身を任せて便益を得ていることによる「覚悟」が問われる。 
その「覚悟」を前提とする最善の制御が求められる。 
（結論：多様で多角的エネルギー戦略の重要性） 
持ち時間ゲームの中でのベスト・プラクティスの必要性。国際エネルギーの世界はエ
ゴと悪意に満ちた綱引き。白紙に絵を書くような簡単なものではない。 
政策意志が基本的なポイント。新エネも省エネも懸命に取り組むべき。ＬＮＧも大切。
一次エネルギー構成比での１０年後の目標として以下を提示。 
石油４５％（現在５２％）、石炭１４％（現在１６％）、 
ＬＮＧ１７％（現在１３％）、原子力１５％（現在１５％） 
、水力４％（現在４％） 
（注）新エネ、省エネで現在のエネルギー消費の５％程度を賄うと仮定。 

○ 「エネルギーデータ解説」（藤目委員） 
最近の原油価格上昇とその背景について説明が行われた。 
（最近の石油価格の急上昇が１９８６年の逆オイルショックから数十年経った段階
での基調変化となれば、石油は普通の商品（コモディティ）になったとの多数説も再
検討され、我が国のエネルギー戦略の重要性は一層顕著になるであろうとの説明） 

○ （これら３つの発表後の議論） 
原子力は長期的に見れば経済的で、外的要因に強いすばらしい特性を有する。一方、
初期投資の回収が終わる前に電力の完全自由化等あれば、大きなインパクトが出てく
るという側面も有する。電力自由化は、本年度より部分的に開始され３年後を目途に
再度議論されることとなっているが、このような色々な側面を踏まえて幅広い議論を
希望。 
安全規制の国際的調和が重要。基準に関するニーズをどこでどう見つけるか、それを
どう反映させるかについて我が国にはプロ集団がいないことが問題。 
京大の社会環境学専攻のどの学生も、石油価格と原子力の存在との関連性が高いと主
張。 
原子力と天然ガスの経済性比較において、今後どこまで安くできるのかについての議
論がなく、パイプライン敷設を可能とする条件も不明。 
電力自由化後、電力会社が原子力推進にかかる余計なコストを他が払えと言うか、あ
るいは、そもそも原子力が安いのでそのような余計なコストは存在しないのか、いず
れなのか明確化しておくべき。 
セキュリティの観点から電源のバランスをとるのであれば、税をかける等でバランス
をとるべき。その後の選択は電力事業者の自由。 
どの発電を選択するかは、長計で議論すべきことではなく、競争のための環境作りが
分科会の大きな役割である。 



国の政策として、軽水炉発電をこれだけ維持すべきといったことは言うべきではなく、
自由化後は電力事業者の自主的な選択にまかせるべき。 

 
（６）第７回会合（３月１３日） 

「新エネルギーとの比較等エネルギー政策の中の原子力利用の在り方について」のテ
ーマに係る部分の報告書骨子案について審議予定。 
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１ 現代社会とエネルギー 
 １．１ エネルギーに依存する現代社会と転換期にある日本社会 
 １．２ エネルギー供給が満たす条件 
２ 21 世紀のエネルギー問題 
３ わが国のエネルギー需給問題とその対応 
 ３．１ 省エネルギーの可能性 
 ３．２ 各種電源の選択にあたり考慮すべき点 
４ 将来の電力需要と原子力の位置付け 
 ４．１ 将来の電力需要と電力自由化 
 ４．２ 原子力の位置付け 
 （１） 短期的視点： 
 （２） 中期的視点： 
 （３） 長期的視点： 
（添付資料）再生可能エネルギーへの期待と課題 
 （１） 再生可能エネルギーへの期待 
 （２） 再生可能エネルギーへの課題 
 （３） 再生可能エネルギー導入に向けた取組 

 
  



１現代社会とエネルギー 
１．１エネルギーに依存する現代社会と転換期にある日本社会 
（１） エネルギーの消費は社会や経済の発展と密接に関係。大量生産は多くの人を物質的

に豊かにしたが、それらはエネルギーの大量消費に支えられている。 
（２） 近年人々の生活も電力依存型となり、エネルギーの電力シフトが進んでいる。 
（３） わが国の一人一日あたりの一次エネルギー消費量は、アメリカの半分、イギリスと

ほぼ同じ水準。 
（４） わが国の経済構造はエネルギーに依存して発展する構造であり、省エネルギーのた

めの様々な対策が図られているが、現時点では実効ある結果は得られていない。 
（５） 一方、わが国では社会基盤施設と耐久消費財が一通り行き渡り、物質的豊かさを充

足していく発展に翳りが出始め、右肩上がりの成長型社会から成熟化社会へ移行し
つつある。 

（６） 情報化や少子化など、成熟化社会における国内のエネルギー需要の伸びは総体とし
て鈍化するものと考えられる。 

１．２エネルギー供給が満たす条件 
（１） 安定、安価かつ平等なエネルギー供給は、生活や産業を支える上で不可欠な基本サ

ービス。 
（２） エネルギーの安定供給を支えるため、技術の信頼性と安全性の維持、運転員の訓練

や教育が必要。 
（３） エネルギーが満たすべき望ましい条件は以下の通り。エネルギーを供給する立場に

ある事業者は、エネルギー供給が以下の諸条件を満たすことを理解し、維持する責
任があり、国民の信頼はその達成度合いにかかっている。 

  ① セキュリティ：エネルギーを長期に安定的に供給するために具備すべき条件として、
自給率や備蓄率の向上、供給国やエネルギー源の多様化とともに、エネルギー供給
施設の立地に対する理解などがある。 

  ② 信頼性：年々増加するエネルギー需要に対応する安定供給、場所や時間で変動する
負荷への適応性、また、電気の場合には、電圧や周波数など品質の確保。 

  ③ 経済性：安価で安定した価格を長期に維持できること。 
  ④ 環境性：環境への悪影響をできるだけ小さくすること。 
  ⑤ 安全性：最近の原子力に対する不安の高まりを踏まえ、安全対策については万全の

措置を施し、また、規制や監視、正確な情報を迅速に伝達するシステムを構築する
ことなど。 

２ 21 世紀のエネルギー問題 
（１） 石油危機を契機に、各国は石油備蓄と代替エネルギー開発を積極的に推進、脱石油

と中東依存からの脱却をエネルギー政策の重要課題としてきた。わが国では原子力



発電を積極的に開発、現在も電力の安定供給に対し大きな役割。 
（２） その後、石油が再び安定供給されるようになると、世界の石油消費量、中東依存度

も上昇。しかしながらわが国ではエネルギー確保に対する意識は次第に希薄に。 
（３） 石油価格は最近 1 年間に 3 倍以上上昇した。従来、専門家の多くは、先進国のエネ

ルギー消費の鈍化などを背景に、石油をいつでも十分に入手可能な日用品（コモデ
ィティ）として認識し、その供給が危機的な状況にまで発展する心配はないと判断
してきたが、このような多数説も再検討が必要で、エネルギー戦略構築の重要性が
一層顕著になった。 

（４） 開発途上国の開発型の経済発展によりエネルギー需要は増大し、人口増加がそれを
加速。21 世紀のエネルギー確保は人類社会全体の問題となることが予想される。 

（５） 特にアジアは、一人あたりの化石燃料の確認埋蔵量が最も乏しく、人口も急増して
おり、21 世紀のアジアのエネルギー確保は深刻になると予想される。アジア地域の
エネルギーの安定的確保は、同時に日本のエネルギーセキュリティにかかる課題で
もある。 

（６） （財）社会経済生産性本部のアンケート調査（1999 年 11 月実施）では、エネルギ
ー専門家の約６割がわが国のエネルギーセキュリティに不安を抱いている。また、
エネルギー供給に対する不安要因も、従来からの中東諸国での紛争の他、アジアの
経済発展や人口増加、近隣地域での国際紛争、原子力関連施設の事故、地球温暖化
問題など多様化している。 

（７） また、地球環境問題については、温暖化防止の京都会議において、わが国は 2008～
2012 年までに温室効果ガスの排出量を 1990 年レベルよりも 6％削減する目標を掲
げた。政府は、目標を達成するためには、省エネルギーに加え、原子力発電の 4800
億 kwh の導入（16～20 基の増設に相当）、CDM（クリーン開発メカニズム）など
の海外施策を実施しなければならないとしている。 

３ わが国のエネルギー需給問題とその対応 
 今後のわが国におけるエネルギー需給を考えるに当たっては、社会構造の変革をも視野に
入れた省エネルギーや新エネルギーの可能性、成熟化社会、電力自由化という社会経済環境
の変化等を十分考慮する必要がある。その際に検討すべき課題と対応は以下の通り。 
（１） エネルギー確保問題に関する課題と対応 
  ① 短期のエネルギー価格変動への対応：石油価格は社会情勢により短期的に上昇する

可能性があり、価格変動への対応をすべて市場に任せることは国民の不安感を増大
する。石油備蓄や輸入国の多様化、石油依存度を下げるなどの対策が考えられる。 

  ② 石油依存および中東依存からの脱却：わが国の一次エネルギー総供給に占める石油
の割合は 54％と他の先進国に比べて高い。また、わが国の石油の中東依存度は 86％
と際立って高く、エネルギー供給構造が脆弱。石油依存を脱却する方策の 1 つとし



て天然ガスへの依存を高めることが考えられるが、世界のエネルギー供給の状況か
ら 6000 万トン（現在 5360 万トン）程度が限度。 

  ③ アジア地域のエネルギーセキュリティ問題：アジア経済は中国を中心に急速に拡大
する可能性があり、特に石油を中心とした化石燃料消費の急増が懸念される。将来、
石油の奪い合いや抱え込みが、世界レベルあるいは地域レベルで発生する恐れがあ
る。 

  ④ 長期にみた資源枯渇への対応：21 世紀中葉までに良質の石油・天然ガスが供給不足
に陥る恐れがある。この不足を補うエネルギー源として、質の悪い石油・天然ガス、
石炭、原子力、再生可能エネルギーが考えられる。 

（２） 地球環境問題に関する課題と対応。 
  ① 削減目標の短期的視点からの実効性：国内での具体的な対応策として、省エネルギ

ー、規制強化、税制見直し、産業構造の変革、燃料転換、再生可能エネルギー、原
子力、CO2 回収・投棄などがあるが、現時点の諸状況から、これらの対策による削
減目標の達成はかなり難しいと判断される。 

  ② 対策も海外依存：国内だけの施策では短期的な目標達成は困難であることから、排
出権取引き、共同実施、CDM など、海外に依存する施策が必要であるが、その具体
的対応策は未定であり、安易に海外依存することの是非については議論のあるとこ
ろ。なお、概略計算では、排出権取引きだけで現在の CO2 排出量を削減目標の排出
量にまで低減した場合、その費用負担は原油輸入額の 13.5％に相当。 

  ③ 長期的視点からの対応：地球温暖化問題は長期的に対応すべき課題であり、省エネ
ルギーと脱化石燃料が基本。長期の温暖化対策として考えられる CO2 の回収・投棄
は、経済性、環境性などの課題が未解決。また、我が国における再生可能エネルギ
ーの供給ポテンシャルには限界がある。 

３．１省エネルギーの可能性  
（１） 省エネルギーは、再生可能エネルギーの開発とともにエネルギー政策の重要課題で

あり、官民を挙げて最大限の努力が必要。政府の 2010 年までの省エネルギー目標
は、石油換算で 5,600 万キロリットルであり、現在の家庭部門の総エネルギー消費
量に相当する膨大なもの。 

（２） 産業部門では石油危機を契機に積極的に省エネルギー対策が取組まれた結果、わが
国の対 GDP あたりの一次エネルギー消費量は世界で最も進んでいる。また、リス
トラや経費削減が進められている最近の産業情勢を鑑みると、省エネルギーのため
に新たな設備投資や雇用確保が実施できるような状況になく、産業界が政府の目標
を達成できるかは短期的には難しい状況にある。 

（３） 民生部門と運輸部門では近年エネルギー消費が著しく伸びている。住宅や建物の断
熱と交通対策により政府目標の 28％、トップランナー方式の導入により中期的には



目標の 17％の省エネルギーが期待されている。 
（４） わが国の社会は、現在、好むと好まざるとにかかわらずエネルギーに依存して発展

していく経済構造となっており、私達の生活や雇用はそれに支えられている。今後
更なる省エネルギーを図るには、長期的視点から思い切った産業の構造改革やライ
フスタイルの変革が必要になるが、経済的・社会的活動と調和を図りつつ進めてい
くことが大切である。 

（５） 省エネルギー実行には、技術的解決のための膨大な費用負担、人々の意識改革など
長期的に解決すべき多くの問題がある。省エネルギーの基本は大量生産－大量消費
社会を根本的に改めることであり、時間をかけた地道な努力が必要。 

３．２各種電源の選択にあたり考慮すべき点 
（１） 各種電源の選択にあたっては、地球環境等の観点以外にも、以下の特徴を考慮する

ことが必要。 
  ① 供給能力：エネルギー密度が高く、貯蔵可能な燃料を用いる火力発電と原子力発電

は、電力を安定かつ大量に生産する点で優位。 
  ② 供給信頼性：自然に左右される太陽光発電や風力発電は、クリーンであるが電力供

給の変動が大きい。また燃料電池やマイクロガスタービンも含めた分散型電源は、
需要家の負荷変動への追従が困難。これらを改善するためには大型系統電源のバッ
クアップが必要であり、相互の協力によりエネルギー供給のベストミックスが可能。 

  ③ 経済性：原子力の発電コストは、再生可能エネルギーよりも安価で、火力発電と比
べても遜色はない。また発電コストに占める燃料費（フロントエンドコスト）の割
合が 10％程度と小さく、ウランの価格変動の影響を受けにくい。 

（２） ウランは６g のペレット１個で石油 300kg に相当するエネルギーを生産することが
可能。エネルギー密度が大きい火力発電所と原子力発電所は、太陽光発電や風力発
電に比べて 1/500 以下の敷地面積で済むため、国土の狭い日本では有利。 

（３） 一方、化石燃料には、燃料の価格変化や供給途絶への不安、酸性雨や地球温暖化と
いった環境問題が、原子力には、事故への不安、放射性廃棄物の処分問題、核拡散
への配慮といった課題がある。すべてに万能なエネルギー源は存在しないが、それ
ぞれの問題点を解決し、各エネルギー源の特徴を生かしながら、社会へ電気を安定、
安心、安価に供給していくことが重要。 

（４） 再生可能エネルギーのわが国における供給ポテンシャルは、水力、地熱、森林を除
くと、10％以下と考えられ、わが国で消費するエネルギーの大半は化石燃料や原子
力といったエネルギー源に依存せざるを得ないが、化石燃料には先に述べた地球温
暖化上の問題がある。再生可能エネルギーを最大限に活用していく努力は重要であ
るが、そのポテンシャルは国内よりもむしろ海外に大きく、国内においてその技術
を培うことで、開発途上国などへそれらを移転し、国際的な貢献を果たすことも可



能。 
  （再生可能エネルギーの特徴に関する詳細な記述は、添付資料参照。） 
４将来の電力需要と原子力の位置付け 
４．１将来の電力需要と電力自由化 
（１） わが国は物質的豊かさの充足において成熟化段階に入りつつある。また、社会の情

報化や少子化の流れから、今後のエネルギー需要の伸びは小さいものと予想される。
一方、産業のサービス化や高齢化の影響により、エネルギーの電力シフトがさらに
進む可能性がある。 

（２） 産業用エネルギー需要の年平均伸び率は、過去 10 年間で 1.9％（20 年間では 0.6％）。
一方、電力需要の伸び率は過去 10 年間の平均で 3.8％、５年間で 2.8％。 

（３） 既に物質面で成熟化段階にあるわが国の社会を考えると、今後の電力消費の伸び率
は先に成熟化段階に入っている欧米とほぼ同じ 1.5～2.5％程度で推移する可能性が
ある。電気事業連合会（1999 年）の予測では、1997～2008 年度の電力需要の伸び
率は年率 1.9％。 

（４） ダイナミックな市場活動を経済の活性化に活かす観点から今後電気事業においても
自由化が進むとみられるが、その過程では電気事業が供給する電力需要は少なくな
り、また、エネルギーの供給コスト削減競争が激化する可能性もある。その結果、
エネルギー産業は短期指向の経営を余儀なくされ、投資リスクを伴う長期投資を控
える可能性があり、原子力発電への新規投資に厳しさが増すことが予想される。 

４．２原子力の位置付け 
（１） 短期的視点： 
  ① この時期における原子力活動は、省エネルギーの推進、新エネルギーの開発を含め

た総合的なエネルギー利用を推進するなかで、市場自由化を含めたさまざまな社会
的、経済的な状況変化について戦略的に対応することが求められる。 

  ② 現在、原子力発電による電気は、わが国の電力需要の 36.8％（平成 10 年度実績）
を供給しており、その着実な運転実績の積み重ねが重要。原子力発電は、地球温暖
化やエネルギー確保対策として、負荷追従運転をほぼ必要としないベース負荷で発
電可能な 45％まで増やすことが一つの目安となるが、その可能性は将来の電力需給
や立地問題など総合的に検討しなければならない。現在の電力施設計画では、短期
的にみて、1999～2008 年度までの原子力発電所の建設基数は 10 基となっており、
エネルギー確保の観点から、着実な建設努力が重要であるが、立地問題、電力需要
の低成長、規制緩和などの影響で、実際にはそれを下回るものと予想される。 

  ③ 原子力発電の利用に当たっては、安全確保を大前提に、技術的には既存技術の高度
化を図りつつ、リスクコミュニケーション等人文社会科学領域にも関連する知見を
援用し、社会における原子力の位置付けを再確認することが必要。具体的には、 



技術的安全確保：原子力の安全確保に関しては、１）事業者の自主保安責任、２）
規制当局が技術的能力の妥当性を適切に判断する責任並びに事業者が不断に安全を
確保していることを確認する責任、３）防災の実効性を担保する責任、以上の３つ
の責任が十分に担保されなければならない。規制緩和＝自己責任の完遂の時代にお
いては、自主保安責任をいかに実質的に担保するかという視点が重要。国、地方自
治体、事業実施主体は、以上の責任を完遂するためのあらゆる手段を講じなければ
ならない。 
社会的安心の確保：原子力関係者は、技術的安全の確保とその維持に加え、国民の
安心感が醸成されるための方策を考えることが必要。原子力活動に伴うリスクなど
についてわかりやすく説明すると同時に、情報の受け手側の理解を促進するために
必要な手法を開発すること、即ちリスクコミュニケーションが必要。そのような地
道かつ確実な活動により、技術的安全を社会的安心感の醸成に繋げる努力が必要。 
自然科学と社会科学との融合：量を効率的に確保することが重要であったこれまで
の社会では、技術の大型化と効率化が求められ、自然科学の研究者と技術者が活躍
してきた。今後予想される成熟化社会では、安全性や環境、地域社会の発展など社
会科学的な側面が重視されるようになり、技術についても、人々が安心して暮して
いけるような発展が望まれる。それは自然科学と社会科学とが融合した技術と社会
の発展である。 
情報の開示と第三者監査機関：原子力が社会の中で調和的に発展するためには、事
業者の万全な安全対策の実施のみならず、原子力活動に関する情報開示、原子力安
全にかかる技術的能力を有する民間第三者機関による定期監査などにより原子力活
動にかかる「原子力安全文化」の維持、発展の努力が必要。 
原子力に関する教育・訓練：高度な技術を安全に維持管理するため、絶えず従事者
を教育・訓練することが必要。個々の原子力施設での定期的な教育・訓練だけでな
く、核燃料サイクルも含めて高度な技術能力を評価する資格制度の検討も必要。ま
た、学校でも適切な教育を通じて、一般国民が原子力に関する基本的な知識のみな
らず原子力の社会的な位置付けについて自ら考える視点を得ることが重要。今後原
子力活動に参入する世代にはすべからくこのような総合的な視点の涵養が求められ
る。 

（２） 中期的視点： 
  ① この時期は、エネルギー供給を支えるインフラの高経年化により、大型火力発電所

および原子力発電所のリプレースが本格化する「新たなインフラ形成」の時期。ま
た、アジア地域のエネルギー供給安定性の問題が顕現する時期。この時期を念頭に
置いた活動は、わが国一国の事情のみならず、世界の情勢を視野に入れ、新たな社
会的、経済的環境の出現に対応すべく、供給安定性が高く、高性能で市場が受け入
れることが可能な程度に安価な技術開発に裏付けられた成果獲得を目指し、国と民



間が緊密な協力体制を確保しつつ実施することが必要。特に、エネルギー供給の経
済性向上努力の中で、地球温暖化防止に係る国際約束遵守を目指すことが重要。 

  ② 計画から運転開始まで約 15 年以上を要する原子力発電については、既存の原子力
発電所のみならず火力発電所の更新時期、その発電所が運転開始できる時期のエネ
ルギ－供給の安定性確保さらには温暖化などの環境問題対応等の公共的観点を考慮
して、計画を検討、着実に実施していく必要がある。 

  ③ 2005 年頃から、初期の火力発電が次第に老朽化し更新の対象となるが、耐用年数を
40 年と仮定すると、その累積設備量は 2010 年には累積で 3000 万ｋＷ程度、2030
年には約１億 kw。中長的にみて、CO2 排出量の削減が強化されると、代替電源と
して原子力発電の開発が重要になる可能性がある。 

  ④ 電力市場の規模縮小と自由化の流れにより、今後の原子力活動はエネルギーセキュ
リティの観点だけで成り立っていくことは難しい。今後は、小型の発電炉や熱供給
炉、あるいはＲＩの積極的な産業利用など、原子力が持つ特性を生かして多様な社
会ニーズに応える競争力ある技術開発の必要性が増している。 

  ⑤ エネルギー確保のかかる原子力の研究開発が重要。特に、今後の循環型社会におい
ては、資源の有効利用に加え、廃棄物の減容化や廃棄物利用が必要であり、原子力
についても、再処理によって得られるプルトニウムの燃料利用に加え、環境負荷低
減の観点から低レベル廃棄物の一層の減容化を図るとともに、高レベル廃棄物の産
業利用（熱、殺菌）など思い切った対策が求められる。 

（３） 長期的視点： 
  ① 世界人口の伸び、人々の成長願望を考慮すれば、今後、人類社会が公平性の実現を

目指し、環境制約を満たしつつ循環型社会に移行するには、現在利用可能な技術と
資源だけでは、エネルギー供給面で大きな制約が生じる恐れや、南北間に実現不可
能なほどの資源の移転が必要になる恐れがある。こうした制約を軽減するためには、
循環型社会にふさわしく、地球環境問題を悪化させることのない大規模エネルギー
供給技術を実現する研究開発に、想像力と冒険心をもって挑戦して行くことが必要
であり、これは人類全体のセキュリティにかかる先進国の責任。 

  ② この研究開発投資に関しては、評価基準となる期待利益が、当該技術のみならず太
陽エネルギー技術等の研究開発の進展や、経済社会の将来みとおしによって変化す
ること、開発の進展によって、民間の開発努力に待つべき段階に移行することが適
切となる場合があることから、国は定期的に研究開発計画を再評価していくことが
重要。 

 
  



（添付資料） 
再生可能エネルギーへの期待と課題 

 
（１）再生可能エネルギーへの期待 
  ① 化石燃料への大量依存は、地球環境問題、エネルギーセキュリティの点から問題。

政府は、化石燃料への依存を 2010 年には 75％にまで削減する目標を掲げており、
再生可能エネルギーと原子力が期待されている。 

  ② わが国の再生可能エネルギー利用は水力発電が最も多く、その一次エネルギー総供
給に占める割合は 1996 年現在で 3.4％。他の再生可能エネルギーを含めるとその割
合は 4.7％。政府は 2010 年までに 7.5％に高める目標を掲げている。 

  ③ 再生可能エネルギーには、水力、風力、太陽熱、太陽光、海洋、地熱、温度差エネ
ルギー、バイオマス（廃棄物を含む）などがあり、①賦存量が多く資源枯渇の心配
がない、②環境にクリーン、③高い安全性、途絶の心配がないなど、多くの利点があ
る。 

（２）再生可能エネルギーへの課題 
  ① 自然に左右される太陽光発電、風力発電、波力発電による電力供給は、地域性が強

く不安定であり、電力系統の電圧や周波数を変動する原因となる。不安定電源が系
統の最低負荷容量に対して 10％以上の場合は安定装置が必要。また、エネルギー密
度が小さく設備費が高い。年間稼働率と発電コストは導入地点の特性に大きく依存
する。 

  ② 水力、地熱、バイオマスは、貯蔵可能なエネルギーであり供給の不安定さは小さい。
水力と地熱は賦存資源量が豊富だが、残された立地可能な地点は、環境および立地
上の制約、送電線の敷設など経済的制約のあるところが多く、今後の大量普及はあ
まり期待できない。 

  ③ 黒液・廃材や廃棄物によるエネルギー供給施設は、水力や地熱のような立地制約は
ないが、有害物質の発生や悪臭などの問題が残されている。また化石燃料に比べて
エネルギー特性が劣っており、資源量も限られていることから、供給力には限界が
ある。 

  ④ 再生可能エネルギーを利用する上での技術課題や経済性は地域で異なり、例えば風
力発電の場合、経済的な設置には風況調査が不可欠であると同時に、周辺への騒音
や電波障害、渡り鳥への影響なども確認することが必要。 

（３）再生可能エネルギー導入に向けた取組 
  ① わが国の地形は複雑であり風が不安定であるため、ウインドファームとして大量に

導入できる地点が少なく、立地点までの資材搬入、送電線の敷設、維持補修なども
経済性に大きな影響を与える要因。この対策として、経済的に導入可能な地点の風



況調査を精査に実施すると共に、風車の単機出力を 1000kw 程度に大型化すること
も望まれる。 

  ② 太陽光発電の大量普及を図るには、今後、家庭や公共施設などへの導入が不可欠。
最大の課題は経済性の向上であり、太陽電池の効率化と製造コストの低減といった
技術開発の他、設置工法の工夫も経済性を高める上で重要。しかし発電コストが高
い現状では、補助金やグリーン料金といった助成策が必要。 

  ③ 今後、水力発電は環境保全を重視する中小規模の開発が求められている。地熱発電
に関しては、高温岩体のような革新的な技術の開発により、供給力を高めることが
期待される。 

  ④ バイオマス資源として、わが国の森林をすべてエネルギーとして利用すると、一次
エネルギー総供給の約 10％に相当するが、経済的問題および森林の生態系への影響
から、当面は間伐材などの利用が現実的。また、わが国で一年間に廃棄されている
一般廃棄物約 5000 万トン、可燃性の産業廃棄物約 2500 万トンをすべてエネルギー
に利用することにより、一次エネルギー総供給の約 4％に相当。循環型社会におい
ても、リサイクルできない廃棄物についてはエネルギーとして積極的に利用してい
くことも大切。 

  



核燃料サイクル政策の基本方向について（骨子） 
 

平成１２年１月１９日 
長期計画策定会議第二分科会 

宅間正夫（(社)日本原子力産業会議） 
 

基本的な点 

○ 核燃料サイクルの今後の進展には、国民の合意と支援が不可欠であることから、「核燃料
サイクルは、なぜ我が国に必要か」を示し、放射性廃棄物の処分に関する方法と見通し
の提示は重要な第一歩であるとして、「放射性廃棄物処分について」を基本方向の冒頭に
掲げた。 

○ 国民のための政策としての国策を民間の経営効率性のもとに実現することを基本に、既
に事業化の進んでいるものについては、基本的には、事業者の事業経営の方針を優先さ
せることとする。また、国の政策に関しては、現世代から後世代にわたり、安全と環境
を含めて国民の利益に資すること、という観点から議論するのが基本と考える。 

○ 本案は、サイクル全般にかかる議論点についてのフォローアップを示し、サイクルの個
別要素については、この議論を踏まえてフォローすることが適切と考えて作成した。 

１．核燃料サイクルは、なぜ我が国に必要か 
（１） 我が国がエネルギー資源をはじめ天然資源に乏しい国であることは現実。 
（２） 市場原理の自由経済社会が今後相当期間、世界的に基調となると予想。 

 我が国１億２５００万の国民がこの中で、現在の経済規模を維持もしくは持続的
に発展しつつ、また個人の生活レベルの低下を極力回避しつつ生存。 

（３） そのためには、経済活動と生活を支えるエネルギーは不可欠。 
  ① ２１世紀は脱工業社会であり、情報化社会であると言われるが、我が国が情報化社

会の中で知的生産あるいは通商貿易に依存して国民の富を稼げるか、を考えた時、
我が国にとって「ものづくり」（物的生産）を国力の基盤に据えることは避けられな
い。 

  ② 「ものづくり」には、「人、物、金」といわれるが、「エネルギー」も重要なファク
ター。しかし、我が国には、物、すなわち天然資源と天然のエネルギー資源が乏し
い。この国が世界的な市場経済社会の中で生きていくには、 
○エネルギー資源を含めて、必要なこれらの物的資源を市場で調達 
○それによって、市場に参入できる安価・高品質の製品の生産と通商貿易 
が必要。 

（４） 一般的に資源が乏しく、かつ国際社会の中で外交力などが必ずしも強力とはいえな
い国にとっては、必要な物的資源の殆どを経済力によって世界市場で調達せざるを



得ない。経済力を持つにも市場でのものづくりの競争力が基本となる。資金調達の
不確実性を考慮して、長期に亘る調達の安全保障策をしっかりと立案、保持すべき。 

（５） エネルギー資源についていえば、必要量のベースとなる一定部分について、中長期
的、戦略的に国内で確保の安定基盤をつくり、それを足掛かりに残りを市場から調
達。「一定部分」とは３分の１、という論がよくいわれる。 

（６） 我が国にとって原子力は、国のエネルギー供給構造の上でこのベース部にあたるも
の。エネルギー資源に乏しい我が国では、原子力を基盤に据えて、その上に多様な
エネルギーのミックスによって安定・安価なエネルギー供給構造を形成。準国産エ
ネルギーとしての原子力の位置づけと多様なエネルギーのミックスにおける市場競
争原理の導入は上記の方向の具現化。 

（７） 原子力が準国産エネルギーとしてこの役割を担うには、殆どすべてを世界市場での
調達・輸入に依存するウラン資源の調達の安全保障として、国内におけるウラン資
源のリサイクル、すなわち核燃料サイクルの、「要（かなめ）の部分」についての国
内形成が必要。 
また、技術を含む「システム」として核燃料サイクルを保有し、高度化することは、
中長期的に見れば、国内のみならず世界的な「経済・エネルギー・環境」に関する
トリレンマ解決への重要な鍵のひとつであり、事業としての国際的な展開の可能性
を切り開く。 

（８） このように考えると、核燃料サイクルは、国際的な共有財産と見なしうるものであ
り、各国・地域でそれぞれの事情により短期的に原子力発電の盛衰があるにせよ、
核燃料サイクル技術の確立と事業化およびそのための技術開発は、中長期的かつ国
の枠を超えた意義があるものと認識。 

  補足して言うならば、 
  ① 安全・環境を含む高品質で安価を目指した「ものづくり」は、技術・技能力の維持

向上と人材の育成で達成するのが基本。これは、我が国の国力にとって世代を越え
た財産と認識。 

  ② さらに、資源小国にあっては「テクノロジーセキュリテイ」ともいわれる技術・技
能力をもつための不断の研究開発、技術開発が必要。 

  ③ 上記（７）にいう「要の部分」としては、原子力発電を中核に、サイクル上流にお
いては、ウラン資源備蓄の意味をも有するウラン濃縮を含む燃料加工、下流におい
ては、準国産の有用エネルギー資源であるウラン・プルトニウムの抽出と再利用不
可能な廃棄物を分離する再処理、および有用資源をリサイクルするＭＯＸ燃料加工
等が、最低限含まれる。 

２．核燃料サイクル政策の基本方向について 
（１） 放射性廃棄物処分について 



 放射性廃棄物は、他の廃棄物と同様に、現世代のエネルギー利用の後に必然的
に生じるものであり、その処分対策については、政・官・民すべてが関与し、現
世代が国民的な課題として取り組むべきである。 

  ① 高レベル廃棄物（再処理で派生する最終残滓）については、現行方針はガラス固
化により安定化して、３０ないし５０年間建屋内に安全貯蔵する。２０００年内
に処分法律の制定と処分実施主体の設立の予定。深地層処分の技術的可能性等を
踏まえて、実施主体による立地選定をはじめとした事業活動が進められる。  同
時に実施技術、予測技術、評価技術などの研究開発は、並行して鋭意行い、その
成果を技術的経済的に可能な限り事業に反映して、環境負荷と後世代の負担の軽
減に資する。 

  ② 再処理工程から発生する高レベル廃液については、中長期的には、分別処理の可
能性を追求することも重要。長寿命核種の分離変換技術については、タイムリー
な成果評価を行いつつ、効率的に研究技術開発を進める。しかしこれは、環境負
荷や後世代の負担の減少、また、コスト抑制や資源再利用への将来の可能性の追
求であって、深地層処分に代わるもの・地層処分を不要にするものではないこと、
また、現行の地層処分スケジュールに影響を与えるものではないこと、に留意。 

  ③ 放射性廃棄物の処分については、安全性と環境負荷低減と同時にコスト抑制も重
要な課題。このために、一般の廃棄物と同様に、発生源における発生量低減や分
別やレベル区分の合理化による効率的処分、および可能な限りの再利用の条件整
備を進める。 
高レベル廃棄物の発生量の観点から見ると、使用済燃料をそのまま高レベル廃棄
物として 処分するのに比べて、再処理する場合の方が高レベル廃棄物は少なく
なる。 
イ．現行の発生源別分類から発生源を横断した性状別分類へ 
 放射性物質の多様な利用に伴って発生する、放射性廃棄物と化学廃棄物の混合
した混合廃棄物についても考慮していく。 
ロ．分別によって再利用の可能性を拡大するとともに、再利用については、事業
所内や業界内から始めて、再利用に関する技術の開発や流通システムの整備、行
政的措置等を進める。とくに原子炉解体廃棄物については、重要課題。 
ハ．クリアランスレベルなどレベル区分については、諸外国との整合性を十分考
慮しつつ、合理性・効率性の追求が必要。 

  ④ 性状別分類や再利用および最終処分の円滑な実施には、所管官庁の壁を越えた国
レベルの施策が必要。 

  ⑤ また、これを発展させて、産業・研究機関・医療機関等の放射性廃棄物処分に関
する国レベルの一元的な規制と管理・監視機関の必要性について今後検討が必要。 



（２） 使用済燃料の再処理とプルトニウム利用（ウラン資源のリサイクル） 
  ① 原子力発電は現在、プラント５１基４５００万キロワット、電力供給量の３５％

（３分の１）になった。 
 世界的な市場経済化の中で国の存立基盤の重要なファクターであるエネルギー
について、かつての石油危機の頃に見られたような安全保障論議が幾分遠のいて
いるが、現在も、また中長期的にもその重要性はいささかも変わっていない。 
 安全保障面からは国内自立の足掛かりとして、自律的な自主資源を３分の１は
持つべき、といわれる論に照らせば、現在はそのレベルに到達。 

  ② （地球環境問題など他の政策目標をも総合した今後の原子力発電規模について
は、核燃料サイクルの議論においては言及することを避けるが）現在、我が国の
原子力発電がこのような規模に達し、電力供給における割合も３分の１に至り、
また少なくとも今後相当期間この割合を維持もしくは上回る可能性のある軽水炉
発電が、ベース供給力として安定して運転し続ける。そのためには、その燃料を
サイクル上流からの輸入ウラン資源に一元的に依存している現在、ウラン調達の
対策と併行して、軽水炉燃料の調達におけるリスクを回避する施策が中長期的に
重要になる。 

  ③ そのため、リサイクルによってサイクル下流側から供給できるＭＯＸ燃料をウラ
ン燃料と併用して軽水炉燃料の多様化を進め、併せてプルトニウムによる発電技
術の保持・開発は大きな意義がある。 
 また、これは、地球上に限られた量のウラン資源を、高速増殖炉をも含めて技
術によって拡大・有効利用することである。 

（３） 核燃料サイクルの国内完結は国の政策であり、その事業化は民間で進められてい
る。安全性とコスト効率性の追求には民間の活力による市場経済活動に委ねるこ
とが基本。市場経済の進展する中で、安全・環境配慮とコスト採算性の両立は、
民間事業の存続の基盤でもあり、民間事業者のよって立つ精神でもある。したが
って、民間による事業化が進んでいる現在、事業経営に関して国の直接関与とい
うよりは、まずは、経済や社会の動向を踏まえての民間の事業経営の中で、一層
の合理化・効率化に期待する。 
 民間の事業は、その信頼性と経済性について「市場」が最大の監督者のひとつ
であることを強く認識。 
 しかしながら、核燃料サイクルの各事業は、基本的には、市場で得られる発電
部門の収益が発注・受注の関係を通じて企業間に再配分されることで成り立って
いることを考えると、 

  ① 電力市場自由化の中で予想される発電部門の収益の減少傾向、また国内市場に限
定される現在の市場規模の小さいことや競争市場での受注の不安定さ 



  ② このような状況下で、資源小国として国のエネルギー政策である核燃料サイクル
事業を全面的に市場に委ねることのリスク 
などから、核燃料サイクル事業の健全な経営維持と発展のための適切な時期での
必要最小限の国の関与・支援が、しかるべき期間必要となる可能性に留意。 

（４） こうした民間企業の自律的・自主的な企業活動を考慮すれば、核燃料サイクルの
国内完結を目指して、国と民間の協力のもとに安定した事業化を追求することを
基本とするにしても、世界的な市場経済の進む中で、事業経営の面で一層の合理
性が実現しうるなら、サイクル事業についてあらゆる面で国産化した形の国内完
結は、必須条件でなくてもよいだろう。民間の核燃料サイクル事業活動において
は、国による枠組みづくりのもとに、国際的な企業展開がすすむ可能性の開ける
時代。 すなわち、企業は、平和利用を大前提に国際的な企業活動の中で企業連携
などをも視野に入れて、戦略的機動的に、より一層の安全性・環境保全とコスト
効率性を高める機会を拡大することも重要。 
 一方、サイクルの要の部分と高速増殖炉とそのサイクルを含め、その高度化に
かかわる技術そのものについては、国内で保存し発展させること、さらに、技術
開発を国内で鋭意進めることは、「テクノロジーセキュリテイ」として、また、将
来の企業活動発展の可能性のためにも重要。 

（５） 限られた資金の最適活用の面から、サイクル全体の整合性ある運営の実現につい
ても、基本的には、サイクルを構成する個々の事業者自体や事業者間の自律的・
自主的な事業活動の中で実現していくものであり、公的に、統制的にサイクル全
体を管理することやそのための主体をつくることは現実的ではないであろう。  
なお、ここにいう『サイクル全体の整合性』とは、サイクルを形成する個々の要
素とそれを繋ぐ輸送と貯蔵（バッファー）を含めて、ダイナミックに循環する核
燃料サイクルの活動である。現在、これは、それぞれの部分を受け持つ専門事業
者の企業活動によって成り立っている。 

（６） しかし、ジェー・シー・オー事故に鑑みて、サイクル全体を通じてのバランスの
とれた高度な安全性と環境保全性の確保については、第一義的には事業者自身の
責任によるとともに事業者間、発注者－受注者間の一層の情報交換、相互チェッ
ク、また必要に応じて中立的な第３者機関による監査、さらには国際基準の適用
などによって実現し、社会的に一層透明性を高める。最近発足した事業者相互間
の安全文化の共有のためのいくつかの組織は、民間事業者による自主活動の第一
歩である。 
 同時に、各事業者の、地域に立地する事業所内に築かれる企業内安全文化を、
情報公開と対話によって、地域社会とも共有し、事業者の「安全」と社会の期待
する「安心」とを同一化していく努力も重要。 

（７） 上記、民間事業者の核燃料サイクル事業活動と国の関与の基本に加えて、核燃料



サイクルに関する国の関与のあり方について追記すると、  前述のように、資源
小国としてベースとなる資源部分の中長期的・戦略的な確保のための方向づけと
それを具現化する国内・国際的な枠組みづくり（外交、法的整備、広報活動等）
のほかに、 
 少なくとも以下の点は、国の重要な政策。民間の活動と相まって進める。 

  ① 事業者の自己責任にもとづく自主保安を基本としつつ、国民の安全を保証する立
場に立ったサイクルを一貫した整合のとれた安全規制。 

  ② 民間の事業発展の基盤ともいうべき民間の自主的な研究・技術開発を基本としつ
つ、中長期的視点に立った研究・技術開発。 
その進め方については、情報公開とチェックアンドレビューによる国民への透明
性と専門家の専門性の両立を重視し、常に国民のための世代を越えての研究技術
開発であることが、費用対効果のバランスのもとで、保証される方法が必要。 

  ③ 軽水炉を中核とする現在までの原子力開発が、基本的にはウラン２３５の利用を
主とする第一世代であることを踏まえ、地球上に限られたウラン資源の一層の有
効活用や多角的活用を目指して、国民の利益のみならず人類的な立場に立って、
次世代の原子力技術に挑戦すべき。地球環境と人間の生存との両立を可能とする
技術としての「何か」が、原子力には内在している。現在はその可能性への扉の
前に到達している。 
 例えば、高速増殖炉について、エネルギー供給と環境負荷低減の同時達成の可
能性などウラン資源の価値を付加・拡大させる発展性等、総合的な意味を考える
と、電力需要への対応という一面的直線的な位置づけでは律しきれない意義に注
目。 
 我が国の核燃料サイクルと高速増殖炉を含めたその発展は、中長期的には国の
枠を超えた世界的・地球的な意義を持ちうることを念頭において、国の研究機関
の役割を再確認の必要。 

  ④ 人材の育成 
研究・技術開発の過程や事業遂行の過程において、市場原理を考慮した高い資金
効率性のもとで優れた成果が求められ、それは、結局は人材の有効活用が基本。
同時にその過程自体が、人材を育成する大きな機会。 
 従来のような研究・技術開発における官民の棲み分けと同時にこれからは官民
の共同作業、さらには国際的な共同作業の重要性が増す。発展途上国をも含めた
国際的な人材の育成と共用の時代であろう。国際的に通用する技術者の国際資格
が論議されている中、原子力技術者の国際的な活動は今後重要。 

（８） 国内において既に事業化が進められている核燃料サイクルの上流側（ウラン資源
確保と燃料加工）については、短期・中期的なウラン資源の需給見通しやウラン
燃料加工市場の状況の中で企業活動を行う事業者の経営の課題。 



 しかし、資源小国における「テクノロジーセキュリテイ」の面から、例えば、
ウラン濃縮技術をもっての世界市場を視野に入れた産業化の視点は保持すべき。
このために技術開発への資金や人材、共同活動などへの国の関与は必要。 

（９） 核燃料サイクルの下流側（ウラン資源のリサイクル）については、 
  ① 前述のように軽水炉主流時代においては、短期のみならず中長期的にプルサーマ

ルを導入して軽水炉燃料の多様化を図るセキュリテイ的な意義と、プルトニウム
活用の可能性がもたらすかも知れないウランコスト抑制効果。 
 また、プルサーマルを通じてのリサイクル技術やプルトニウムの、技術を含め
た平和利用システムの確立、定着の意義。 

  ② 中長期的にはＭＯＸ燃料加工も含めて、国内原子力産業として、さらにはフラン
ス、イギリスなどと互して、国際的な産業としての発展の可能性。 ○アジアを主
とする原子力を有力な選択肢としていくであろう国々に対する原子力プラント供
給ビジネスを支援する面からの意義。 
○軽水炉長期化の中においてウラン資源量の限界が見え始める時期に、軽水炉群
とそれに分散して併存する高速増殖炉のハイブリッド原子炉体系の持つ、多様化
による安定性の意義。 

  ③ 使用済燃料は、リサイクル可能なエネルギー資源。後世代にとってもそうである
からには、後世代の利用の可能性を現世代が閉ざすべきではない。現世代におけ
るリサイクル利用と併せて、安全・適切にこれを後世代に引き継ぐことも現世代
の役目。 
○後世代がより効率的なリサイクル技術を開発する可能性と必要性について現世
代は予想しがたい。後世代の選択肢は残しておくべき。 
○世界規模で考えれば、国内貯蔵が基本である一方、このような観点からの中長
期的に国際的な協力活動としての国際貯蔵構想の意義の検討。 

  ④ 使用済燃料のリサイクル資源としての中間貯蔵はリサイクル施設（再処理とＭＯ
Ｘ燃料製造等）と表裏一体であることの再確認。 
○一般論として、新しい製品では、その需要予想に見合って資源を調達して製造
にかかるが、リサイクル資源の場合は、リサイクル製品の需要とは原則無関係に
資源が発生して回収されてくる。したがって、需要に見合ってリサイクル製品を
製造し、リサイクル事業の健全・安定な経営を維持するには、発生・回収されて
くるリサイクル資源の十分な貯蔵とリサイクル工場との共存は必然。核燃料サイ
クルにおける使用済燃料と再処理施設の関係も同じ。 
○核燃料サイクルの国内事業化において、従来、この点の配慮が不足。早急に中
間貯蔵の事業化の立法にしたがって、国民の理解と支持の下に実現すべき。 

（１０） 市場原理の自由経済社会においては、民間事業者の事業活動が市場を通じて行わ



れることが基本。この中にあって国は、経済規制の必要な緩和と、国民の立場に
立った社会的規制の合理化や必要な強化が求められよう。 
 小さな政府・大きな民間といわれる中で、核燃料サイクルの民間事業者は、他
の産業と同様、自己責任にもとづく自主保安と絶えざる自己改革を基本としつつ、
国内のみならず世界市場を視野に入れた産業として中長期的に健全な発展をして
いくことが望ましい。国はこのための必要な条件や環境整備に対する中長期的な
国の施策を行うとともに、国民の利益や公益の視点からの必要な指導、関与が期
待されるものと考える。 

（１１） 核燃料サイクルにかかわる当事者は、放射線と放射性物質のもつ危険性を常に意
識して、その封じ込めのための深層防護思想の、経営トップから現場までの浸透
を不断に図る。この思想の根底にある、事故を起こさないことと事故は起きうる
ことと相矛盾したことを包括した安全体系の実践のため、狭義の深層防護（発生
防止・拡大防止・放出防止）による事故発生防止対策と、広義の深層防護（安全
設備・隔離距離・防災計画）にもとづく緊急時・防災対策と、の双方に相応の重
みをかけることが重要。先頃成立した原子力防災の法に則った防災対応施策の実
施について、多様な物質を扱う核燃料サイクル関連事業については、とくに官民
がその役割に応じて協力し合って万全を期していくこと。 

 
以上 

  



第二分科会「原子力産業のあり方」に関する報告書骨子（案） 
 

平成１２年２月１７日 
レポーター川村 

 
＜基本認識＞ 
１ 原子力産業の現状 
 １．１ 我が国の原子力産業とその特徴 
 １．２ 原子力産業のこれまでの実績 
 １．３ 原子力産業をとりまく環境の変化 
  （１） 経済環境の変化 
  （２） 社会環境の変化 
  （３） 国際環境の変化 
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＜基本認識＞ 
［短期的な対応］ 

原子力に対する社会的信頼の獲得に向け、既存原子力施設の安定運転に対する着実で地
道な努力が不可欠。 
電力自由化に対応し、原子力のより一層の経済性向上を図ることが重要。 
機器供給を中心とした積極的な国際展開を図り、将来の国際貢献の礎を築く。 →開か
れた「国益」の追求。（世界の公益（技術により作り出されるエネルギー利用の便益享
受）の実現が、我が国の利益（国際競争力確保）に重なる。） 

［中期的な対応］ 
軽水炉の高度化や、国内再処理・プルサーマル利用、使用済み燃料中間貯蔵の推進等、
軽水炉時代の長期化に応じた周辺環境の整備を図る。 
プラント輸出・技術移転を主とした国際展開を図り、アジア地域における電力の安定供
給と地球規模の環境対策に向けた国際貢献を推進。 
来るべき高速増殖炉システム実用化に向けた基礎的研究を着実に継続。 

［長期的な対応］ 
将来に向けた基礎的研究を推進。 

１原子力産業の現状 
１．１我が国の原子力産業とその特徴 
（１） 我が国の原子力産業は、原子力機器や部品・素材を供給する機器供給産業や核燃料

サイクル産業等から成る原子力供給産業と、発電を行う電気事業とに分類。 
（２） 国内での原子力産業規模は、原子力供給産業が約５００社、約４５０００人、電気

事業も１１社、約１００００人で、広大なすそ野、多岐にわたる技術分野、大きな
プロジェクト規模の産業。また、原子力の開発・利用には高い安全性が求められる
ことから、産業界の中でも最高水準の品質レベルが要求される。 

（３） 原子力供給産業の売上高は、平成９年度で２兆円弱と、農産業とほぼ同等の規模で
あり、エネルギーの安定供給や放射線利用という重要な役割を担うとともに、既に
国内産業の重要な一部分。 

（４） 電気事業は、経済性を追求しつつも地域への安定した電力供給という公益的性格を
保有。 

１．２原子力産業のこれまでの実績 
（１） 原子力発電所は国内で既に５０基以上建設され、我が国の原子力による発電電力量

は総発電電力量の約３６％。全エネルギー消費量の約１５％。 
（２） 原子力発電所は、国際的に見ても高水準の設備利用率、保守員の低被ばく量等、高

い信頼性を達成。その設計技術は成熟段階。 
（３） 更に、核燃料サイクル関連の技術開発や施設の建設も進行中。 



（４） 電気事業は、電力の安定供給という公益的観点から事業を着実に進めてきており、
原子力供給産業は、技術開発、機器の供給等を支え、原子力の開発・利用の重要な
担い手。 

１．３原子力産業をとりまく環境の変化 
（１）経済環境の変化 
 ① 長引く景気の低迷、低成長時代に伴い、電力需要の伸び鈍化。 
 ② 規制緩和の潮流を受けた電力の自由化進行。これまでの地域独占型の電力供給体制か

ら市場原理に基づく電力供給体制に移行しつつあり、電気事業者も一層の経営効率化
が必要な状況。これに伴い、既に設備投資の抑制や運転・保守費等の経費削減を推進。 

 ③ 原子力供給産業の受注額はピーク時より半減しており、供給産業者も一層の事業経営
の効率化が必要な状況。 

（２）社会環境の変化 
 ① 原子力関連の事故や不祥事等により、国民の原子力に対する不安が拡大。とりわけ、

ＪＣＯ事故により、国民の不安は更に増大。 
 ② 国民の原子力に対する忌避感は高まっている。 
 ③ これらを背景に、原子力産業界においても今後の事業展開に対する不透明感が高まっ

ている。 
（３）国際環境の変化 
 ① 欧米においては、原子力開発に対する社会経済環境の変化から原子力市場が低迷。欧

米の供給産業界においては、事業の多角化や競争力強化のために国際的な業界再編が
進んでいる。 

 ② アジアにおけるエネルギー消費は今後大きな増加が見込まれ、原子力発電への期待も
上昇。 

 ③ 海外の低迷により、相対的に国際社会における我が国の原子力産業の位置づけも上昇。
今後、我が国供給産業の技術力維持、およびアジア等への国際協力の観点から、積極
的な国際展開が必要。 

  
２原子力産業の方向性と各者の役割 
２．１原子力産業の方向性 
（１） 我が国の原子力に係わる経済環境、社会環境の変化により、現状に於いては国内の

原子力産業にとって厳しい状況であるものの、既に原子力発電は我が国エネルギー
源の重要な一部分。 

（２） エネルギーは食料と共に国家の根幹に係わる重要な基盤。従って、各国の国情に応
じた確固たるエネルギー政策が必要。 

（３） 我が国では、今後省エネルギーに最大限の努力を払い新エネルギーを最大限導入す



るとしても、基幹電源になり得るのは化石燃料と原子力のみ。エネルギーセキュリ
ティ、地球環境等を勘案すれば、化石燃料に依存せざるを得ない原子力のモラトリ
アムは適切とは言えない。 

（４） ただし、公益性を有するエネルギー産業と言えども経済性の追求が求められること
から、経済性と公共性の調和が重要。市場経済原理だけでは、公益性を有する活動
を全て網羅することは困難であり、国の適切な関与は自由な経済活動と公益とを調
和させる観点からも必要。 

（５） 技術力の完全な維持は、モラトリアム論とは両立し得ない。 
（６） ２１世紀を通して、原子力は我が国の主要なエネルギー源。従って、経済的効率性

と公益性とを同時に達成するの観点から、国と民間はそれぞれの特質を活かしつつ
協力し、原子力産業の維持、継承及び発展を図るべき。 

（７） そのためには、まず関係者が一体となって、原子力への社会的信頼の獲得を図るこ
とが何よりも重要。 

（８） 更に、先進技術開発と原子力産業の活性化により魅力ある原子力産業を育成し、ま
た、原子力に関する正しい教育を行い、人材の確保に官民が協力して取組むべき。 

２．２原子力産業界の役割 
（１） 原子力産業界は、エネルギーの安定供給という、その担っている責任の重要性を認

識した上で、社会的信頼を得るために、既存原子力施設の安定運転に向けた着実で
地道な努力を行うことが必要。 

（２） 原子力産業界は、技術力、製造力等を維持し、継承させ、発展させていくために、
自ら技術的及び経済性共に魅力ある原子力を提供することのできる実力の保持・発
展に努めることが必要。 

（３） 企業として常に最新の技術を取り込む努力を継続すると共に、企業内での教育訓練
等を通して、それまでに蓄積された技術を発展させ将来世代へ継承する努力を行う
ことが必要。 

（４） さらに、国内のみならず国際的な視点で事業を捉え、国際入札や製造拠点の国際化、
更には国際アライアンス等も視野に入れた国際展開や、事業の再構築や業界の再編
成等を視野に入れた抜本的な経営体質の強化により、国際的なコスト競争力と技術
力維持を図る努力も重要。 

２．３国の役割 
（１） 国は、長期的な視野に立ち、エネルギーの安定供給と環境維持および経済性を加味

した、我が国の総合的なエネルギー戦略の中で、原子力の位置づけを明確にし、原
子力開発・利用に対する社会的信頼を得る努力を行うべき。 

（２） 初等・中等教育段階から、我が国のエネルギー資源確保と原子力に関する適切な教
育を行うことにより、原子力に対して公正かつ的確な判断ができるような次世代を



担う人材の育成に、これまでにも増して傾注すべき。 
（３） 国と民間との間で、技術協力協定の拡充や共同研究の更なる推進、または人材の交

流等、相互の人的・技術的交流を促すような体制をつくり、官民の有機的・効率的
連携を一層推進することにより、原子力産業の活性化を促すようにすべき。 

（４） 長期的なエネルギーセキュリティの確保、基礎技術等、市場原理が当面働きにくい
分野については、国が積極的に技術開発等を担い、その成果を民間に移転する。 

  
３原子力産業の安全性確保と「規制」および「規制の合理化」 
３．１原子力産業の安全性確保 
（１）安全性確保にかかる産業界の役割 
 ①自己責任とモラル 
 (a) 原子力産業に拘わらず、全ての産業において安全性の確保が最も重要な事項。 
 (b) 原子力施設の安全性確保の第一義的責任は、その施設を運営する事業者にあることは

明白。事業経営者は、その施設の現場の状況を十分に把握した上で、経営の自己責任
として、安全性を確保するために必要なソフト、ハードを含めた自主基準を策定する
ことが必要。 

 (c) また、組織内において、これら自主基準の遵守を積極的に促すような組織内制度を確
立すべき。 

 (d) さらに、このような組織内制度を実効あるものとするためには、原子力産業に携わる
者一人一人の確かな倫理観が不可欠であり、これなくしては自らの事業のみならず、
我が国の原子力産業全体が成立し得ないという緊張感を常に持続させ、取組んで行く
べき。また、このような意識の維持・向上は、実務者まで安全を最優先させる組織内
での風土の醸成が必要不可欠。 

 ②組織経営 
 (a) 原子力関連の組織運営においては、安全性を確保するために必要な投資は、短期的に

はコスト増加の要因となる側面はあっても、長期的に見ればコスト低減のための投資
であることを念頭に置き、安全性の確保と企業の経済活動をどのように一致させるべ
きであるかを常に考慮し行動すべき。 

 (b) また、組織経営者は、安全性確保を根底で支えている個々人の倫理観の高揚の重要性
を単に訴えるだけではなく、組織内でそのような雰囲気が醸成されるためには何が必
要であるかを常に検討し、そのために必要な具体的方策を示し実行することも重要。 

 ③産業界全体の役割 
 (a) 原子力の開発・利用を担っている産業界としては、自らの安全行動指針を定めその安

全性を確保するのみならず、原子力産業界全体として安全性の確保を目指すよう、個
別組織の運動を相互に連結し、その相乗効果を得るような、産業界全体を巻き込んだ



運動も重要。 
 (b) また、これまで軽水炉発電分野で培われた安全に対する意識・文化を、原子力の開発・

利用に携わるもの全てで共有できるような枠組みを整備するとともに、継続的に組織
間でこれらを確認することで、原子力産業界全体の安全意識の高揚を図ることも重
要。 

 (c) さらに、以上のような組織内部及び組織間での安全性確保に対する取組みに加え、民
間第三者機関や専門的知識を有する第三者を有効に活用した原子力安全に関する民
間の監査・評価制度を確立・充実させることにより、透明性の確保、安全確保に対す
る不断の緊張感維持による一層効果的・実質的な安全性確保を図る必要がある。 

 (d) 組織内部においては、国により認定される原子炉主任技術者や核燃料取扱主任者免状
取得者が、安全性確保に中心的な役割を果たすことができるような組織上の位置づけ
となるよう留意すべき。 

（２）安全性確保にかかる国の役割 
 ① 原子力産業の安全性確保は、その第一義的責任は事業者にあることは明らかであり、

実効性のある安全性確保を達成するためには、国による規制強化のみならず事業者の
不断の努力が不可欠。 

 ② 国は、事業者や産業界が守るべき安全基準を明確に示すとともに、その安全性確保状
況を常に厳格に監視し、さらに事業者や産業界が安全性確保に対して適切な緊張感を
持続しながらその事業を遂行していくことを促すことで、総合的に安全性の確保に資
することが求められる。 

 ③ 国は、国の安全性の確保に対する取組みを内外に示すことで国民に安心を与えるとい
う重要な役割を果たしていることを認識した上で、国民の信頼を裏切らないよう、安
全性確保に対し、その規制システムが十分に機能するよう努力すべき。 

３．２原子力産業の「規制」と「規制の合理化」 
（１） 国の規制は、不断に事業者による安全性確保を促し国民に安心を与える意味で、非

常に大きな役割。 
（２） しかし、安全性に直接的な関わりがない事項については、適正な経済活動を維持す

る観点から、合理的な規制の在り方について国は常に検討が必要。 
（３） 他国との比較において、地理的状況等により我が国固有の事情による規制が存在す

ることを勘案しつつ、国は合理化の検討の余地があるか否かについて検討が必要。 
（４） 国の規制により、安全性確保上必要なレベルを担保し産業界の適度な緊張感を維持

する一方、安全確保実務の細部、信頼性確保のための基準については産業界の自主
保安を充実強化し、詳細な技術基準等は民間規格化を検討すべき。この場合、民間
による定期的な外部監査と認証により、安全水準が確保されていることを明らかに
する必要がある。 



（５） 国際基準と国内基準とを整合させるとともに、運用の柔軟性確保を図るべき。この
ため、国内に、技術基準等について専門に検討する体制を確立し、その成果を国際
的に発信していくことが重要。 

  
４軽水炉発電体系の課題への対応 
４．１原子力エネルギーに関する技術開発の方向性 
（１） 原子力利用を今後も安全にかつ安定的に進めていくためには、国と民間とが連携し、

その技術力を維持し高める努力をたゆまず継続することが必要。 
（２） 市場経済原理が当面働きにくい、長期間に亘り開発を必要とする技術や基礎基盤的

技術開発分野等は、国が主導的にその開発を進め、その成果を民間に移転する。そ
の際、民間側も当該成果に移転が円滑に進められるよう、環境条件の整備に十分配
慮する。 

（３） 既存技術を更に改善する等の市場経済原理が期待される分野については、民間に開
発を委ねる。 

（４） 官民が適切にそれぞれの役割を担いつつ、両者の緊密な連携を保つことが重要。 
（５） 国に関連する研究機関と産業界との人や技術の交流を更に一層積極的に図ることが

重要。 
（６） 原子力エネルギーに関する研究開発をより一層効率的に進めていく観点から、国は、

国として推進すべき方向性を明示しつつ、公募型研究等、競争原理の取り込みを検
討すべき。 

４．２軽水炉に係わる技術開発の方向性 
（１） これまでの軽水炉発電技術は、蓄積された豊富な運転経験と技術開発により、安全

性と信頼性向上のための標準化、高度化が段階的に進められ、世界的にも高い水準
の技術レベルに到達。 

（２） 今後しばらくは軽水炉主流の時代が継続するものと予想されることから、一層の経
済性、運転・保守性等の向上を目指した開発が必要。 

（３） 軽水炉開発は、目的に応じ、従来にも増した投資効率が得られるような大型炉と、
単機当たりの建設費が抑制でき簡素化等の新概念を導入した中小型炉の開発が想定
される。 

（４） 一般に、活性化した経済市場下においては技術開発が更に進展することを踏まえ、
市場を活性化し得るよう、これらの開発は適切な競争原理を導入しつつ進めること
が肝要。 

４．３軽水炉の長寿命化対応 
（１） 我が国の軽水炉発電は成熟段階にあり、同時に高経年化したプラントも増加傾向。 
（２） これまでのところ運転年数の増加によりトラブルが増加する傾向は認められていな



いが、一般に機器や素材は時間とともに経年劣化していくものと考えられることか
ら、国による定期点検や事業者の自主点検による予防保全の充実が重要。 

（３） 事業者は、プラント保全に関する第一義的責任を有していることを認識し、自らの
責任において、これまでの運転経験を踏まえ、運転開始後３０年を越えるプラント
については、経年変化事象を的確に捉えるための技術的評価を定期的に実施し、そ
の結果に基づく保全の実施や総合的な予防保全計画の策定を行うことが必要。 

（４） 国は、事業者による技術評価結果や保全計画等の成果を適切に評価、確認すること
が必要。 

（５） また、より信頼性の高い管理を行うため、経年変化評価方法等に関する技術開発や、
経年変化を考慮した技術基準・民間規格の整備、材料や機器に関するデータの蓄積
といった、長期的な努力を着実に継続することが重要であり、事業者をはじめ供給
産業、国等の関係者が連携しつつ適切に役割分担しながら進めていくことが重要。 

４．４軽水炉の国際展開 
（１） 国内市場における原子力を巡る経済的環境の変化や、アジアを中心とする国際社会

における原子力の環境変化を踏まえると、国内の原子力産業界の技術力を維持・発
展させるとともに、我が国の高い安全性を持つ軽水炉技術を国際公共財として活用
するため、我が国の軽水炉発電技術の海外への国際展開も積極的に推進していくこ
とが重要。 

（２） 単に軽水炉プラント機器の供給だけではなく、我が国で培われた安全思想をセット
で国際展開することで、国際社会への責任ある貢献を果たすことも重要。 

（３） 民間は、品質および価格競争力を高め、技術的及び経済性に優れた魅力ある原子力
技術を提供できるよう努力するべきであり、また、自ら積極的に国際社会へアピー
ルすることも重要。 

（４） 国は、民間活動の国際展開の進展にあわせ、核不拡散等の安全保障上必要となる二
国間協定締結相手国の拡大、原子力エネルギー利用のための安全規制や原子力損害
賠償制度などの法整備、更には基礎技術レベル向上のための技術協力等、必要な環
境整備を積極的に行っていくことが重要。 

  
以上 

  



高速増殖炉関連技術の研究開発の方向性（案） 
 

平成 12 年 3 月 27 日 
第三分科会座長 

 
１．原子力開発の方向性 
（１） 第１は安全性。安全最優先の徹底。長い目でみて安全第１がむしろ経済的との認識

が重要。JCO 事故の教訓は、自己責任の徹底、21 世紀型社会、リスク評価社会、国
民の不安に応える安全行政。 

（２） 第２はバックエンド対策。とくに高レベル放射性廃棄物対策。実施主体の設立と地
下研究施設の建設が当面の課題。長期的観点からは、長寿命放射能の分離変換技術
の開発も重要。 

（３） 第３は経済性の一層の追求。電力市場の自由化、コストダウン、国際競争力の強化
は時代の趨勢。長期的かつグローバルな視点からは、途上国でもコスト的に利用可
能な原子力の開発が重要。 

（４） 第４は将来の備え。原子力の技術開発の意義はエネルギーセキュリティ。それが動
燃改革検討委員会の勧告。エネルギーセキュリティ型原子力の要件は、安全性・バ
ックエンド・経済性に加えて、資源リサイクルと核不拡散。 

（５） 資源リサイクルのためには、プルトニウム燃料の利用が不可欠。したがって将来的
には高速炉開発。それが FBR 懇談会の結論。問題はセキュリティ、すなわち、日本
独自の構想や判断の下にいかに開発を進めていくか。 

（６） 一方、プルトニウム燃料の利用には核不拡散への留意が特段に重要。情報公開によ
る透明性の向上とともに核不拡散型サイクルの開発。核不拡散型サイクルにはマイ
ナーアクチニドの利用が有効。資源リサイクルとともにバックエンド対策（廃棄物
問題）にも貢献。 

（７） エネルギーセキュリティ型原子力も経済合理性がなければ不採用。エネルギーセキ
ュリティと経済性の問題は、国としての一種のバーゲニングパワーに関連。長期的
視点から戦略的に開発に取り組むことが重要。 

２．ＦＢＲ関連技術の開発の方向性 
（１） 第１に柔軟性。選択の幅をもつことが重要。フランスでは、フェニックス、スーパ

ーフェニックスの経験を踏まえ、ガス冷却炉も視野。２００６年までに、サイクル
全体の技術開発評価を予定。ロシアでも、ＢＮ－６００、ＢＮ－８００に加え、鉛
冷却型炉も開発。米国のＮＥＲＩは核不拡散型を指向、中小型炉で途上国向けも視
野。 

（２） 多様な選択肢の検討を進める観点から、ＪＮＣの実用化戦略調査研究を活用。同調



査研究のタイムスケジュールの下、第１期において期待されている成果に関し原子
力委員会の場で評価。 

（３） 国として研究開発成果を的確に評価し判断していくための技術評価基盤の開発が不
可欠。そのためには技術評価データベースを確立し、研究開発機関の間の連携を強
化することが重要。 

（４） ＦＢＲ関連技術のうち、もっとも開発が進んでいるものは、ＭＯＸ燃料・ナトリウ
ム冷却。同技術の重点開発項目は、たとえば、ナトリウム技術、３次元免震、ＭＯ
Ｘ燃料再処理、ピューレックス対簡素化。とくにナトリウム技術については、「もん
じゅ」の運転経験にもとづく実証が不可欠。 

（５） 資源リサイクル・核不拡散型サイクルの観点からは、先進リサイクル・マイナーア
クチニド燃焼を視野に入れることが重要。そのためには、湿式対乾式、合金対化合
物、集中型サイクル対一体型などの比較検討が必要。 

（６） さらに、将来の選択肢を広げる観点から、炉型選択についても広く考えることが重
要。すなわち、鉛冷却・ガス冷却、大型・中小型。高転換炉、高温ガス炉、加速器
などのオプションに関する比較検討が重要。 

（７） いずれにしても、ＦＢＲ関連技術の開発は次世紀にわたる研究開発。そのために必
要な人材の糾合・育成、技術開発ポテンシャルの向上・確立を図るとの観点が肝要。 

（８） しかし、同時に経済効率性・競争力の維持・追及が不可欠。そのためには企業間の
自由な競争と参入や産官学の連携と競争、さらには国際競争を活用することが重
要。 

（９） 研究開発の達成度や進め方についてのチェック・アンド・レビューを随時行う。そ
のためには出来るだけ融通性に富む技術開発プログラムを樹して社会情勢の変化に
柔軟に対応。併せて外部評価による透明性の向上を図る。 

（10） また、国際協力を進め技術開発の効率化を図る。現行の日仏・日ロを推進。核不拡
散・核兵器解体への技術協力も重要。解体核プルトニウムの原子炉オプションにつ
いては第３国協力が核軍縮プロセスの透明性向上の観点から有効との認識が重要。 

 
  



長計第三分科会報告書目次案 
 
○はじめに 

第三分科会の位置付け、与えられたテーマ 
原子力を取り巻く状況の変化（高速増殖炉関連だけでなく円卓会議、ＪＣＯ事故など原
子力全体）。 
上記の変化のもと、何を視点に、どういう観点で議論してきたか。 
会合の回数、審議期間。 

１．高速増殖炉及び関連する核燃料サイクルを取り巻く現状 
実験炉、原型炉と着実に研究開発を進め、成果をあげてきた。 
高速増殖炉及び関連する核燃料サイクルを巡る状況の変化（もんじゅ事故、アスファル
ト固化処理施設事故、円卓会議、動燃改革、Ｆ懇、ＪＣＯ事故等）。 
海外（仏、露、米等）の現状。 

２．高速増殖炉及び関連する核燃料サイクルの必要性 
（１）原子力開発の方向性 

「高速増殖炉関連技術の研究開発の方向性（案）／１．原子力開発の方向性」に沿って、
原子力開発に対する基本的考え方を記述。 

（２）高速増殖炉及び関連する核燃料サイクルの意義 

（１）の原子力開発の方向性を受けて、プルトニウム燃料利用の不可欠、将来的には高速
増殖炉サイクルの開発の必要性を記述。 

３．高速増殖炉及び関連する核燃料サイクル研究開発の方向性 
（１）基本的考え方 

「高速増殖炉関連技術の研究開発の方向性（案）／２．ＦＢＲ関連技術の開発の方向性」
に沿って、高速増殖炉研究開発の基本的考え方を記述。 

（２）研究開発の方向性と進め方 

（１）の基本的考え方を受けて、研究開発の方向性、進め方、研究開発を進めるにあたっ
て望ましい体制、研究開発施設のあるべき姿を（２）以降記述。 

（３）研究開発体制 
（４）施設の有効利用 
 ①もんじゅ 
 ②その他の高速増殖炉及びサイクル施設 
（５）考慮すべき点 
 ○核不拡散 
 ○技術力の維持、向上 
 ○国民合意と理解促進 



４．高速増殖炉及び関連する核燃料サイクル研究開発の具体的進め方 

３．を受けて、各論的な実行計画を記述。 

（１）これまでの研究開発成果と現状 
 ○高速増殖炉 

炉 
燃料 
冷却材 
その他 

 ○核燃料サイクル 
再処理 
燃料製造 
分離変換技術 
その他 

（２）今後の進め方（当面の具体的展開） 
 ①安全性を前提に経済性を向上したＦＢＲシステムの研究開発 
 ○各機関の役割、棲分け 
 ○実用化戦略調査研究の実施 
 ②分離変換技術の研究開発 
（３）国際協力の具体的展開 
（４）「もんじゅ」を活用した研究開発の具体的な進め方 
（５）その他の高速増殖炉及びサイクル施設を活用した研究開発の具体的な進め方 
○おわりに 
  



原子力長期計画策定会議第四分科会における議論 

 



 
 



 



 



 



 



 



 



 



 
  



第五分科会における議論の論点 

 
 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 
  



第六分科会における主要論点（素案） 
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